
第４次宝達志水町行財政改革大綱実施計画

進行管理表

令和6年7月22日



※ 「単年度達成率」は当該年度の【予定】に対する達成率を示す。

1. .更なる財政運営の健全化による行財政改革

1-1　財政・徴収に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

1-1-5 歳入 ふるさと納税の納税額の向上 商工観光課 100%

1-1-6 歳入 滞納整理の促進（町税） 税務住民課
現年分100%

滞納分25～49%

1-1-8 歳入
滞納整理の促進
（町営住宅使用料、町営住宅駐車場使用料）

地域整備課
現年分100%
滞納分100%

1-1-9 歳入 滞納整理の促進（水道料金） 地域整備課
現年分100%
滞納分100%

1-1-11 歳入 滞納整理の促進（診療報酬費） 病院事務局
現年分100%

滞納分50～74%

1-1-12 歳入 滞納整理の懲収の一元化 総務課 100%

1-1-4 歳入 効果的な資金運用による収益の向上 会計課 75～99%

1-1-7 歳入 滞納整理の促進（ケーブルテレビ利用料） 企画情報課
現年分75～99%
滞納分25～49%

1-1-10 歳入 滞納整理の促進（下水道料金） 地域整備課
現年分75～99%

滞納分100%

1-1-3 歳出 予算編成方式の改革 財政課 100%

1-1-2 その他 財政健全化計画の推進 財政課 75～99%

1-1-1 その他 町債・借入金の適正化 財政課 25%～49%

1-2　施設・設備に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

1-2-10 歳入 徴収料金の見直し 関係課 100%

1-2-12 歳入 文化財施設利用者数の向上 生涯学習課 0％

1-2-11 歳入 スポーツ施設利用者数の向上 生涯学習課 ―

1-2-4 歳出 温泉施設の民間譲渡の検討 商工観光課 100%

1-2-5 歳出 町営住宅等の管理に係る業務の見直し 地域整備課 100%

1-2-6 歳出 文化財施設管理業務の見直し 生涯学習課 100%

1-2-2 歳出 小学校統合方針の策定
学校教育課
小学校統合準備室

75～99%

1-2-1 歳出 個別施設計画に基づく施設の集約化や除却の推進 財政課 1～24%

1-2-3 歳出 スポーツ施設の指定管理者制度の拡充 生涯学習課 ―

1-2-7 その他 水道施設の効率化 地域整備課 100%

1-2-8 その他 農業集落排水整備事業の効率化 地域整備課 100%

1-2-9 その他 特定環境保全公共下水道事業の効率化 地域整備課 100%

1-3　その他の財政運営に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

1-3-6 歳入 ごみ袋料金の見直し 環境安全課 100%

1-3-1 歳出 国民健康保険医療費削減の促進
健康福祉課
健康づくり推進室

①100%
②0%

③1～24%

1-3-3 その他 窓口業務民間委託事業の見直し 税務住民課 100%

1-3-5 その他 コンビニ交付の普及促進 税務住民課 100%

1-3-2 その他 議会運営のペーパレス化の推進 議会事務局 100%

1-3-4 その他 RPAの活用による業務の効率化 総務課 0％
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2．目的意識を持った事業推進による行財政改革

2-1　町政全般に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

2-1-3 歳出 ケーブルテレビ事業の今後の方針に関する検討 企画情報課 100%

2-1-7 歳出 女性がん検診の受診率向上及び精密検査受診率の向上
健康福祉課
健康づくり推進室

①0%
②0%

③50～74%

2-1-9 歳出 各種委員会の定数見直し 関係課 100%

2-1-2 その他 防災士の育成 環境安全課 100%

2-1-4 その他 マイナンバーカードの普及促進 税務住民課 100%

2-1-6 その他 押印の廃止による業務の効率化 総務課 100%

2-1-8 その他 町ホームページの活用促進及び町の認知度の向上 企画情報課 75～99%

2-1-1 その他 行政評価制度の構築 総務課 1～24%

2-1-5 その他 学校ICT授業の促進 学校教育課 20 ―

2-2　定住・地域ブランドに関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

2-2-2 その他 空き家バンクの充実 企画情報課 100%

2-2-3 その他 宝の住まいる応援事業の充実 企画情報課 100%

2-2-4 その他 起業・創業バックアップの充実 商工観光課 100%

2-2-5 その他 農作物等ブランド化事業の推進 農林水産課 100%

2-2-1 その他
官民共創まちづくり戦略事業の推進
 DMO事業の推進　　※事業名変更

商工観光課 23 50～74%

2-3　各種団体との関係性・補助金・事務事業の目的等に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

2-3-4 歳出 戦没者追悼式及び慰霊祭の見直し 健康福祉課 100%

2-3-6 歳出 宝達高校支援事業の補助率の見直し 学校教育課 100%

2-3-7 歳出 家族介護支援事業等の充実 健康福祉課 100%

2-3-8 歳出 補助金の削減 関係課 100%

2-3-2 歳出 街灯のLED化の推進 環境安全課 75～99%

2-3-1 歳出 宝たち検定チャレンジ事業 学校教育課 ―

2-3-5 その他 放課後児童クラブ運営事業の見直し
健康福祉課
子育て応援室

100%

2-3-3 その他 自衛隊関係業務の見直し 総務課 0％

3．人財の効率的な活用の実現による行財政改革

3-1　人財活用に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

3-1-1 その他 人事評価制度の構築 総務課 100%

3-1-3 その他 管理職等の適性評価 総務課 1～24%

3-1-2 その他 職員研修制度の充実 総務課 29 0％

3-2　職場環境に関すること

№
歳入・歳出

区分
取組項目（関連事務事業） 担当課 項 単年度達成率

3-2-2 歳出 時間外勤務の削減 総務課 0％

3-2-1 その他 ストレスチェック制度の活用 総務課 100%

3-2-3 その他 在宅型テレワークの導入 総務課 31 50～74%
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

寄付金額
（千円）

49,000千円

令和３年度 ○ 50,000千円
ふるさと納税代行業者変更及びふるさと
納税サイトの追加を行う。さらに返礼品
を増加させることで、寄付額増加を図る。

ふるさと納税代行業者変更及びふるさと
納税サイトの追加を行った。また返礼品
の増加、寄付額増加も図ることができ
た。

100％ 99,824千円

令和４年度 ○
 62,500千円
110,000千円

(R4修正)

ふるさと納税受付サイト及び返礼品を増
加させることで、寄付額の増加を図る。ま
た、団体等が創意工夫して実施する事
業に対し、ガバメントクラウドファンディン
グを実施し、地域振興の活性化を図る。

ふるさと納税受付サイト及び返礼品を増加
させることで、寄付額の増加を図った。ま
た、団体等が創意工夫して実施する事業に
対し、クラウドファンディング型ふるさと納税
により寄付を募り、地域振興の活性化を
図った。

100％
【↑】

482,305千円

令和５年度 ○
 75,000千円

 120,000千円(R4修正)
490,000千円(R5修正)

ふるさと納税受付サイト及び返礼品を増加
させることで、寄付額の増加を図る。また、
団体等が創意工夫して実施する事業に対
しクラウドファンディング型ふるさと納税に
より寄付を募り地域振興の活性化を図る。

受付サイト及び返礼品を増加させ寄付額の
増加を図った。また、団体等が創意工夫して
行う事業には、クラウドファンディング型ふる
さと納税により寄付を募り、地域の活性化を
図った。地震による災害寄付では9,600万円
余りの支援をいただいた。

100％
【↑】

1,159,884千円

令和６年度 ○

 87,500千円
 130,000千円 (R4修正)

 500,000千円 (R5修正)

1,000,000千円(R6修正)

受付サイト及び返礼品を増加させること
で、寄付額の増加を図る。また、団体等
が創意工夫して実施する事業に対しクラ
ウドファンディング型ふるさと納税により
寄付を募り地域振興の活性化を図る。

令和７年度 ◎

 100,000千円
 140,000千円 (R4修正)

 510,000千円 (R5修正)

1,000,000千円(R6修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 97.75%
滞納分 16.50%

令和３年度 ○
現年分 98.50%
滞納分 18.70%

滞納繰越分については、滞納整理機構への移管に
より効果的に徴収していくが、困難ケースも増加して
いる。今年度についても差押え及び個別相談、滞納
処分の執行停止を計画的に実施しながら、未収金
の抑制に努める。また、関係課と連携して滞納額の
削減を図る。

R3年度収納額
現年分　2,049,625千円
滞納分　29,199千円 
※R3年度機構移管税額63,684千円、機構徴収額
25,598千円（個人県民税含む）

現年分 100%
滞納分 100%

現年分 99.13%
滞納分 20.08%

令和４年度 ○
現年分 98.60%
滞納分 19.00%

滞納繰越分については、滞納整理機構への移管により効
果的に徴収していくが、困難ケースも増加している。今年
度についても預金の差押え及び個別相談、滞納処分の執
行停止を計画的に実施しながら、未収金の抑制に努め
る。また、今年度は捜索による差押え品のインターネット
公売を施行する。また、関係課と連携して滞納額の削減を
図る。

R4年度収納額
現年分　1,967,457千円
滞納分　12,803千円 
※R4年度機構移管税額49,622千円、機構徴収額
16,710千円（個人県民税含む）

現年分 100%【↓】
滞納分 50～74%【↓】

現年分 99.07%
滞納分 　9.72%

令和５年度 ○
現年分 98.70%
滞納分 19.30%

滞納繰越分については、滞納整理機構への移管により効果的に
徴収していくが、困難ケースも増加している。今年度についても
差押え及び個別相談、滞納処分の執行停止を計画的に実施し
ながら、未収金の抑制に努める。令和４年度に差押え物件につ
いて公売を実施しており売却には至らなかったものの執行停止
を行った。このことにより徴収困難の約13百万円については滞納
整理ができた。また、関係課と連携して滞納額の削減を図る。

R5年度収納額
現年分 1,971,533千円
滞納分　126,101千円　
※R5年度機構移管税額31,905千円、機構徴収
額12,625千円（個人県税含む）

現年分 100%【↓】
滞納分 25～49%【↓】

現年分 98.78％
滞納分 7.51％

令和６年度 ○
現年分 98.80%
滞納分 19.60%

滞納繰繰越分については、能登半島地震災害によ
り、滞納整理機構の移管事業が当面の間、中止と
なっていることから、今年度については、差押え及び
個別相談を計画的に実施しながら、未収金の抑制
に努める。また、関係各課と連携して滞納額の削減
を図る。

令和７年度 ◎
現年分 98.90%
滞納分 19.90%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-5 ふるさと納税の納税額の向上 商工観光課

取組内容／方針／最終目標など

　事業者からの返礼品数の増加を行うための事業者支援やふるさと納税サイトの追加を行うことで寄付金額の増
加を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-6 滞納整理の促進（町税） 税務住民課

取組内容／方針／最終目標など

　平成２６年度から中能登地区地方税滞納整理機構に職員を派遣しており、町県民税を中心に滞納整理を行っ
ている。また、関係課と連携して徴収率の向上を図り滞納額の削減を目指す。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 96.00%
滞納分 13.00%

令和３年度 ○
現年分 96.50%
滞納分 14.00%

・新規滞納者を出さない取組みの徹底
・既存滞納者に対する債務履行の徹底
・臨戸訪問等による納付指導の継続

滞納者に対し、臨戸訪問等による納付指
導を行った。

現年分 100%
滞納分 100%

現年分 99.80%
滞納分 18.07%

令和４年度 ○
現年分 97.00%
滞納分 15.00%

・新規滞納者を出さない取組みの徹底
・既存滞納者に対する債務履行の徹底
・臨戸訪問等による納付指導の継続

滞納者に対し、臨戸訪問等による納付指
導を行った。

現年分 100%【↑】
滞納分 100%【↑】

現年分 100.00%
滞納分  19.45%

令和５年度 ○
現年分 97.50%
滞納分 16.00%

・新規滞納者を出さない取組みの徹底
・既存滞納者に対する債務履行の徹底
・臨戸訪問等による納付指導の継続

滞納者に対し、臨戸訪問等による納付指
導を行った。

現年分 100%【↓】
滞納分 100%【↓】

現年分  99.95%
滞納分  16.85%

令和６年度 ○
現年分 98.00%
滞納分 17.00%

・新規滞納者を出さない取組みの徹底
・既存滞納者に対する債務履行の徹底
・臨戸訪問等による納付指導の継続

令和７年度 ◎
現年分 98.50%
滞納分 18.00%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 98.00%
滞納分 14.00%

令和３年度 ○
現年分 98.20%
滞納分 14.20%

・給水停止事務取扱要綱に基づき滞納整理業務を
推進し未収料金の増加を防止する。
・悪質滞納者には個別訪問徴収を強化し、滞納対策
に取り組む。
・徴収に応じない者に対しては、給水停止を執行す
る。

滞納者に対する給水停止業務を適時に
実施した。
給水停止予告発送38件、内給水停止6
件（R3年度中4件解除）

現年分 100%
滞納分 100%

現年分 99.11%
滞納分 19.46%

令和４年度 ○
現年分 98.40%
滞納分 14.40%

・給水停止事務取扱要綱に基づき滞納整理業務を
推進し未収料金の増加を防止する。
・悪質滞納者には個別訪問徴収を強化し、滞納対策
に取り組む。
・徴収に応じない者に対しては、給水停止を執行す
る。

滞納者に対する給水停止業務を適時に
実施した。
給水停止予告発送39件、内給水停止4
件
（R4年度中2件解除）

現年分 100%【↓】
滞納分 100%【↓】

現年分99.06%
滞納分16.86%

令和５年度 ○
現年分 98.60%
滞納分 14.60%

・給水停止事務取扱要綱に基づき滞納整理業務を
推進し未収料金の増加を防止する。
・悪質滞納者には個別訪問徴収を強化し、滞納対策
に取り組む。
・徴収に応じない者に対しては、給水停止を執行す
る。

滞納者に対する給水停止業務を適時に
実施した。
給水停止予告発送22件、内給水停止3
件
（R5年度中1件解除）

現年分 100%【↓】
滞納分 100%【↑】

現年分98.94%
滞納分19.10%

令和６年度 ○
現年分 98.80%
滞納分 14.80%

・給水停止事務取扱要綱に基づき滞納整理業務を
推進し未収料金の増加を防止する。
・悪質滞納者には個別訪問徴収を強化し、滞納対策
に取り組む。
・徴収に応じない者に対しては、給水停止を執行す
る。

令和７年度 ◎
現年分 99.00%
滞納分 15.00%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-8
滞納整理の促進

（町営住宅使用料、町営住宅駐車場使用料）
地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

　条例に基づく使用料（家賃）を３月以上滞納した際の明渡し請求の徹底を図り、新規滞納者を出さないようにす
るとともに、既滞納者においては分割納付誓約書に基づく債務の履行の徹底を図る。
　また、上下水道係と連携し、文書、電話、臨戸訪問等による納付指導を行い、徴収率の向上を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-9 滞納整理の促進（水道料金） 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

水道料金の徴収率の向上のため
・給水停止事務取扱要綱に基づき滞納整理業務を推進し、未収金の増加を防止する。
・戸別訪問徴収の強化（滞納整理強化月間（年２回））を設定し、滞納対策に取り組む。
・料金を支払わない者に対し、給水停止を執行する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 99.97%
滞納分 10.00%

令和３年度 ○
現年分 99.97%
滞納分 10.40%

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認するほか、継続して電話催
告、臨戸訪問を実施し、徴収率の向上を
図る。

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認した。
継続して電話催告、臨戸訪問を実施し、
徴収率の向上を図った。

現年分 75～99%
滞納分 　　 100%

現年分 99.93%
滞納分 23.55%

令和４年度 ○
現年分 99.97%
滞納分 10.80%

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認するほか、継続して電話催
告、臨戸訪問を実施し、徴収率の向上を
図る。

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認した。
継続して電話催告、臨戸訪問を実施し、
徴収率の向上を図った。

現年分 100%【↑】
滞納分 100%【↓】

現年分 99.98%
滞納分 12.30%

令和５年度 ○
現年分 99.97%
滞納分 11.20%

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認するほか、継続して電話催
告、臨戸訪問を実施し、徴収率の向上を
図る。

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認した。
継続して電話催告、臨戸訪問を実施し、
徴収率の向上を図った。

 現年分 100%【↓】
 滞納分 50～74%【↓】

現年分 99.97%
滞納分　 6.07%

令和６年度 ○
現年分 99.97%
滞納分 11.60%

新規滞納者が発生しないように、納付状
況を常に確認するほか、継続して電話催
告、臨戸訪問を実施し、徴収率の向上を
図る。

令和７年度 ◎
現年分 99.98%
滞納分 12.00%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

滞納整理一元化に伴
う担当課（担当係）の
設置数　（課（係）数）

0課

令和３年度 △ 0課
債権管理コンサルタント業者と契約を行
い、第三者の視点から、町の債権関係
課（室・局）の業務状況等を調査する。

全職員を対象に債権研修会を実施し、
意識醸成を図った。また、各課（室・局）
の滞納状況を洗い出し、現状把握を行っ
た。

100％ 0課

令和４年度 △ 0課

債権管理コンサルタント業者を介して、
各課（室・局）の滞納債権の懸案事項の
対応方法や例規の整合性を確認し、改
善を図る。

債権管理コンサルタント業者を介して、
各課（室・局）の滞納債権の懸案事項の
対応方法や例規の整合性を確認した。

100％
【→】

0課

令和５年度 □ 0課
関係各課（室・局）と滞納整理機構経験
者で庁内連携の情報交換を行い、庁内
で滞納整理の体制を構築する。

関係各課（室・局）で庁内連携を行ってい
ることと、滞納業務の課の新設は困難な
ことから、一元化は実施しないと判断し
た。

100％
【→】

0課

令和６年度 ◎ 1課

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-11 滞納整理の促進（診療報酬費） 病院事務局

取組内容／方針／最終目標など

　文書、電話、訪問による納付指導を積極的に行い、現年度分滞納額・過年度分滞納額の徴収率向上を目指
す。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-12 滞納整理の徴収の一元化 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　債権管理の適正化を図るため、各関係課（室・局）の徴収業務を再確認し未済額の抑制を図る。また、関係課
が情報共有できるよう、当町にあった体制を新設し、滞納業務で複雑で難解な場合は滞納業務を一元化する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

年間資金運用収益
（千円）

860千円

令和３年度 ◎ 1,200千円

　経済の急速な悪化を受け、かつ低金利な金融
環境が続く中、基金の運用については、引き続
き情報収集を行いながら、資金管理運用基準に
基づき、効率的な運用に努める。

会計管理者が保管管理する資金について、安
全性、流動性を確保しつつ、効率的な資金管理
に努めた。
・入札の実施
・関係金融機関からの情報収集
・歳計現金等の一部定期預金への移行

100％ 1,822千円

令和４年度 ◎ 1,500千円

　低金利な金融環境が続いており、基金の運用
については、引き続き情報収集に努める。
  また、資金管理運用基準に基づき、効率的な
運用を行っていく。

会計管理者が保管管理する資金につい
て、安全性、流動性を確保しつつ、効率
的な資金管理に努めた。
・定期預金利率の見積徴収の実施
・関係金融機関等からの情報収集

100％
【↓】

1,533千円

令和５年度 ◎ 1,800千円

低金利な金融環境が続く中、基金の運
用について、引き続き情報収集に努め、
資金管理運用基準に基づき、効率的な
運用に努める。

会計管理者が保管管理する資金につい
て、資金を分散し、安全性、流動性を確
保しつつ、効率的な資金管理に努めた。
・定期預金利率の見積徴収の実施
・関係金融機関等からの情報収集

75～99％
【↑】

1,597千円

令和６年度 ◎ 2,000千円

金融動向を注視しながら、資金管理運用
基準に基づき、安全性を重視し、収益の
向上を目指して、基金の効率的な運用に
努める。

令和７年度 ◎ 2,300千円

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 99.00%
滞納分 30.00%

令和３年度 ○
現年分 99.80%
滞納分 30.00%

電話　1回/月
文書通知(6か月以上滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

電話　1回/月
文書通知(6か月以上滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

現年分 75～99%
滞納分 75～99%

現年分 99.64%
滞納分 28.90%

令和４年度 ○
現年分 99.80%
滞納分 30.00%

電話　1回/月
文書通知及び停止予告案内(3か月以上
滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

電話　1回/月
文書通知及び停止予告案内(3か月以上
滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

現年分 75～99%【↓】
滞納分 50～74%【↓】

現年分 99.45%
滞納分 17.05%

令和５年度 ○
現年分 99.80%
滞納分 35.00%

電話　1回/月
文書通知及び停止予告案内(3か月以上
滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

電話　1回/月
文書通知及び停止予告案内(3か月以上
滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

現年分 75～99%【↓】
滞納分 25～49%【↓】

現年分 99.37%
滞納分 15.37%

令和６年度 ○
現年分 99.80%
滞納分 35.00%

電話　1回/月
文書通知及び停止予告案内(3か月以上
滞納者対象)
臨戸訪問　偶数月(6回/年長期滞納者対
象)

令和７年度 ◎
現年分 99.85%
滞納分 35.00%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-4 効果的な資金運用による収益の向上 会計課

取組内容／方針／最終目標など

　資金運用においては、他市町の好事例を情報収集し、安全性と運用益の確保に留意しつつ、収益の拡大を図
る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-7 滞納整理の促進（ケーブルテレビ利用料） 企画情報課

取組内容／方針／最終目標など

　電話や文書、定期的な戸別訪問による催促のほか、視聴停止を見据えた納付指導を行っている。
　また、徴収業務委託先の金沢ケーブル（株）や関係各課との滞納情報の共有化を図ることで効率的な徴収を行
う。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

4



更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

徴収率
（％）

現年分 98.00%
(83.10%)

滞納分 14.00%
(23.17%)

令和３年度 ○
現年分 98.20%
滞納分 14.20%

・戸別訪問徴収の強化(滞納整理強化月間（年２
回）を設定し、滞納対策に取り組む。
・税滞納者との重複者に対して、税務課と協力
して徴収を実施。
・時効の中断が可能になるように、「債務承認」
の文書を提出してもらう。

・８月税務課と共同で催告書５件を送付（うち２件一部納
付あり）。
・１２月催告書兼納付相談実施通知書１７件送付（４件全
部納付、３件一部納付あり）。
・１２月納付書７件送付（４件全部納付あり）。
・１２月、１月催告書７件送付（全部納付１件、一部納付１
件あり）。   徴収率　現年度83.7％　滞納分11.7％

現年分 75～99%
滞納分 75～99%

現年分 83.67%
滞納分 11.65%

令和４年度 ○
現年分 98.40%
滞納分 14.40%

・戸別訪問徴収の強化(滞納整理強化月間（年３
回）を設定し、滞納対策に取り組む。
・税滞納者との重複者に対して、税務課と協力
して徴収を実施。
・時効の中断が可能になるように、「債務承認」
の文書を提出してもらう。

・税務住民課分と情報共有し、未納重複
者に対して、１月に未納額一覧を送付（２
件）。
・滞納者と納付相談実施（４件）し、分割
納付誓約書の提出あり（２件）

現年分 75～99%【↓】
滞納分　　  100%【↑】

現年分 82.80％
滞納分 17.80％

令和５年度 ○
現年分 98.60%
滞納分 14.60%

・戸別訪問徴収の強化(滞納整理強化月間（年３
回）を設定し、滞納対策に取り組む。
・税滞納者との重複者に対して、税務住民課と
協力して徴収を実施。
・時効の中断が可能になるように、「債務承認」
の文書を提出してもらう。

・税務住民課分と情報共有し、未納重複
者と面談、分割納付誓約書の提出あり
（１件）
・滞納者と納付相談実施（９件）

現年分 75～99%【↑】
滞納分　    100%【↑】

現年分 83.72％
滞納分 18.58％

令和６年度 ○
現年分 98.80%
滞納分 14.80%

・戸別訪問徴収の強化(滞納整理強化月間（年３
回）を設定し、滞納対策に取り組む。
・税滞納者との重複者に対して、税務住民課と
協力して徴収を実施。
・時効の中断が可能になるように、「債務承認」
の文書を提出してもらう。

令和７年度 ◎
現年分 99.00%
滞納分 15.00%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

経常収支比率
（％）

91.0%
(R元決算)

令和３年度 ○
91.0%

(R2決算)

経常経費を削減するため、事業実施計
画の策定段階より事業のスクラップ＆ビ
ルドを進めるほか、公共施設等総合管
理計画個別施設計画の実施を前倒し実
施できるよう取り組む。

大雪に伴う除排雪対策経費や認定こども園の
指定管理料等の経常経費充当一般財源額が増
となったものの、地方交付税、地方消費税交付
金や、新設された法人事業税交付金などによ
り、経常一般財源が増加した。

100％
87.6%

(R2決算)

令和４年度 ○
90.5%

(R3決算)

経常経費を削減するため、事業実施計
画の策定段階より事業のスクラップ＆ビ
ルドを進めるほか、公共施設等総合管
理計画個別施設計画の実施を前倒し実
施できるよう取り組む。

地方交付税の追加交付や、地方消費税
交付金等の増額、後年度の負担軽減対
策として臨時財政対策債を借入したこと
から経常一般財源が増加し、指標が1.9
ポイント改善した。

100％
【↑】

85.7%
(R3決算)

令和５年度 ○
90.5%

(R4決算)

経常経費を削減するため、事業実施計
画の策定段階より事業のスクラップ＆ビ
ルドを進める。

地方税、地方交付税等の経常一般財源の減収や公共
施設の光熱水費の高騰等による経常経費充当一般財
源の増加により指標は前年度比で3.0ポイント悪化し
た。
しかし、公債費の償還完了による経常経費充当一般財
源の減による影響もあり、R4決算時の目標数値90.5%
を下回ることができた。

100％
【↓】

88.7%
(R4決算)

令和６年度 ◎
90.0%

(R5決算)

経常経費を削減するため、事業実施計
画の策定段階より事業のスクラップ＆ビ
ルドを進める。

令和７年度 ◎
90.0%

(R6決算)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-10 滞納整理の促進（下水道料金） 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

下水道料金の徴収率の向上のため
・戸別訪問徴収の強化（滞納整理強化月間（年２回））を設定し、滞納対策に取り組む。
・税滞納者との重複者に対して、税務課と協力して徴収を実施。
・時効の中断が可能になるように「債務承認」の文書を提出してもらう。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-3 予算編成方式の改革 財政課

取組内容／方針／最終目標など

　枠配分方式による予算編成方針を取り入れ、早期に町有施設の棚卸しを実施し、経常収支の改善（財政硬直
化の緩和）を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

5



更なる財政運営の健全化による行財政改革

財政・徴収に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

将来負担比率
（％）

23.8%
(R元決算)

令和３年度 ○
20.0%

(R2決算)

コロナ禍で厳しい財政運営が見込まれる
が、充当可能基金である財政調整基金
等への積み立てを図る。

定時償還及び繰上償還の実施や、基金
積立を実施した。

0％
27.1%

(R2決算)

令和４年度 ○
15.0%

(R3決算)

コロナ禍で厳しい財政運営が見込まれる
が、充当可能基金である財政調整基金
等への積み立てを図る。

定時償還及び繰上償還（縁故資金3
件:410,564千円）の実施や、基金積立
（財調:74,392千円、減債:38,518千円）を
実施した。

0％
【↑】

24.3%
(R3決算)

令和５年度 ○
10.0%

(R4決算)

将来負担比率に大きな影響をもたらす地
方債残高の削減策として、繰上償還の
実施を検討する。

定時償還及び繰上償還（縁故資金11
件:306,075千円、機構資金5件:24,770千
円）の実施や、基金積立（財調:176,778
千円、減債:81,236千円）を実施した。

75～99％
【↑】

12.1%
（R4決算）

令和６年度 ○
5.0%

(R5決算)

災害復旧事業の財源として多額の地方
債充当を予定しており、将来負担比率の
上昇が見込まれるため、抑制策として繰
上償還の実施を検討する。

令和７年度 ◎
0.0%

(R6決算)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

町債新規発行額÷
元金償還額

（％）
50.0%

令和３年度 ◎ 50.0%
令和3年度元金償還額（予算額　958,348
千円）を超えない範囲での新規借入額を
目指す。

元金償還額997,923,242円に対し、新規
借入額883,456,000円であった。

50～74％
88.5%

【114,467千円】

令和４年度 ◎ 50.0%
令和４年度元金償還額（予算額845,802
千円）に対し、を超えない範囲での新規
借入額を目指す。

元金償還額1,221,759,116円（うち繰上償
還額410,564,000円）に対し、新規借入額
492,269,000円であった。

100％
【↑】

40.3%
【729,490千円】

令和５年度 ◎ 50.0%

統合小学校改修工事等の大型事業の実施を予
定しており、令和5年度当初予算では既に元金
償還額（803,178千円）を超える借入額
（1,078,800千円）を計上していることから、未償
還額抑制策として既発債の繰上償還実施を検
討していく。

元金償還額1,100,026,169円（うち繰上償
還額330,845,000円）に対し、新規借入額
1,163,445,000円であった。

25～49％
【↓】

105.8%
【△63,419千円】

令和６年度 ◎ 50.0%

統合小学校改修工事等の大型事業の実施に加
え、災害対策事業の財源として地方債の充当を
予定していることから、R6年度は借入額が元金
償還額を超える見込みである。
未償還額削減策として既発債の繰上償還実施
を検討していく。

令和7年度 ◎ 50.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-2 財政健全化計画の推進 財政課

取組内容／方針／最終目標など

　財政健全化の推進を目的とし、繰上償還や起債総額の抑制等により、将来負担比率の改善を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 1-1 町債・借入金の適正化 財政課

取組内容／方針／最終目標など

　財政指標等に大きく影響を与える町債であるが、未償還額の抑制を図るには「元金償還額＞新規借入額」を維
持することが絶対であり、起債発行抑制を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

6



更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

令和２年度徴収料金を
基準とした改定率

（％）
―

令和３年度 △□ ―
近隣市町の動向を注視し、徴収料金の
検討を行う。

各種徴収料金について見直しは行わな
かったが、適切に徴収を行った。

25～49％ ―

令和４年度 ◎ 5.0%
引き続き近隣市町の動向を注視し、徴収
料金の検討を行う。

各種徴収料金について、一部見直しを行
い、適切に徴収を行った。

100％
【↑】

14.3%

令和５年度 △ ―
引き続き近隣市町の動向を注視し、徴収
料金の検討を行う。

検討を行った結果、据え置きとした。
100％
【→】

―

令和６年度 □ ―
引き続き近隣市町の動向を注視し、徴収
料金の検討を行う。

令和７年度 ◎ 10.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

過去3カ年度(H29～
R1）平均使用料に対す

る増加率（％）
1,217千円

令和３年度 △
1.0%

【1,230千円】
観光事業課と連携し広報・宣伝活動を実
施する。

いしかわ旅行商品プロモーション会議に
商工観光課と出席し、旅行会社に喜多
家・岡部家の宣伝活動を行った。

0％
0.0%

【516千円】

令和４年度 □
2.0%

【1,242千円】
観光事業課と連携し広報・宣伝活動を実
施する。

いしかわ旅行商品プロモーション会議に
商工観光課と出席し、旅行会社に喜多
家・岡部家の宣伝活動を行った。

100％
【↑】

43.6％
【1,748千円】

令和５年度 □
3.0%

【1,254千円】
観光事業課と連携し広報・宣伝活動を実
施する。

いしかわ旅行商品プロモーション会議に
商工観光課が出席し、旅行会社に喜多
家・岡部家の宣伝活動を行った。

0％
【↓】

0.0%
【588千円】

令和６年度 ○
4.0%

【1,266千円】
観光事業課と連携し広報・宣伝活動を実
施する。

令和７年度 ◎
5.0%

【1,278千円】

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-10 徴収料金の見直し 関係課

取組内容／方針／最終目標など

　受益者負担の適正化の観点から、３年ごとに徴収料金の見直しを図っていく。
　また、消費税が改定された場合は達成年度の前倒しを実施する。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-12 文化財施設利用者数の向上 生涯学習課

取組内容／方針／最終目標など

　町内外の施設利用者の増加による収入の増を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

達成率（％）
【前年度との比較】

【実績】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

過去3カ年度(H29～
R1）平均使用料に対す

る増加率（％）
2,800千円

令和３年度 △ 1.0%

【基準額：2,800千円】H29～R1の平均使
用料収入（総合体育館・ｻｯｶｰ場・志雄地
区）　【R3歳入予算】総合体育館：1,800
千円、ｻｯｶｰ場：500千円、志雄地区：300
千円　合計：2,600千円

【実績】
総合体育館：1,866千円
サッカー場：453千円
志雄地区：346千円
　　　合計：2,666千円

0％ 0.0%

令和４年度 □ 2.0%

【令和3年度で事業終了】
令和４年４月からスポーツ施設の管理運
営を指定管理者としてＮＰＯ法人に業務
委託したことにより、財政への貢献、成
果が見込めないため。

令和５年度 □ 3.0%

令和６年度 ○ 4.0%

令和７年度 ◎ 5.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%
【対象施設への歳
出額：10,267千円】

令和３年度 △ 10.0%

民間譲渡しやすい公募条件などの情報
収集を進め、指定管理期間が満了する
令和7年3月31日までに譲渡を検討す
る。

指定管理者へのヒアリングを実施し、民
間譲渡しやすい公募条件等について情
報整理を開始した。

100％ 10.0%

令和４年度 △ 30.0%
不動産鑑定、修繕箇所の洗い出し、見積
徴収を実施し、民間譲渡に必要な経費を
把握する。

不動産鑑定、修繕箇所の洗い出し等、民間
譲渡に必要な経費の把握を進めた。
修繕箇所の洗い出しの中で確認された源泉
井戸内の不具合が、修復が可能なものであ
るか継続して調査することとなった。

100％
【↑】

30.0%

令和５年度 □
80.0%
50.0%

（R6修正）

施設の修繕範囲及び源泉井戸内の対応方
針を決定し、民間譲渡に向けた諸条件を確
定させる。
源泉井戸内の不具合が修復できない状況
である場合は、民間譲渡をあきらめ、施設
廃止を検討する必要がある。

源泉内部の改善は見込めないものと判
断し、民間譲渡困難なため、施設廃止の
方向で調整していくこととした。

100％
【↑】

80.0%

令和６年度 ○
100%
80.0%

（R6修正）

令和6年度末の施設廃止に向けて調整
していく。

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-11 スポーツ施設利用者数の向上 生涯学習課

取組内容／方針／最終目標など

　町内外の施設利用者の増加による収入の増を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-4 温泉施設の民間譲渡の検討 商工観光課

取組内容／方針／最終目標など

　民間事業者から様々な提案や意見を聴取するサウンディング型市場調査の実施、または国土交通省が実施す
るプラットフォームサウンディングへ参加し、民間譲渡しやすい公募条件などの把握・整理を行い、令和６年度ま
での５年間の指定管理期間中での民間譲渡を目指す。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%

令和３年度 △□ 50.0%
　石川県及び他市町の事例等を情報収
集し、指定管理者制度の導入に向けた
方針を検討する。

　予算的、直営での管理実態を勘案し、
指定管理者制度導入について、費用対
効果などを課内で検討した。

100％ 50.0%

令和４年度 ○ 75.0%
　検討結果を精査し、指定管理者制度導
入の有無を確定する。

　他市町の事例を参考に民間事業者に
確認した結果、事務所と事務員2人が最
低限必要になるため、費用対効果などを
含めて総合的に判断した結果、指定管
理者制度の導入は困難と判断した。

100％
【↑】

75.0%

令和５年度 ◎ 100.0%
　指定管理者制度を導入しないと判断し
たことから、令和6年度予算は指定管理
料として予算要求しない。

　他市町の事例を参考に民間事業者に
確認した結果、事務所と事務員2人が最
低限必要になるため、費用対効果などを
含めて総合的に判断した結果、指定管
理者制度の導入は困難と判断した。

100％
【↑】

100.0%

令和６年度

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

100.0%

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%

令和３年度 △ 25.0%
指定管理を行わせる文化財施設と指定
管理委託料の試算を元に指定管理の方
針を検討する。

指定管理の方針として、文化財の適正な
保護、管理をはじめ、事業の方向性も含
め、指定管理について検討した。

100％ 25.0%

令和４年度 △ 25.0%
指定管理を行わせる文化財施設と指定
管理委託料の試算を元に指定管理の方
針を検討する。

指定管理の方針として、文化財の適正な
保護、管理をはじめ、事業の方向性も含
め、指定管理について検討した。

100％
【→】

25.0%

令和５年度 □ 50.0%
指定管理を行わせる文化財施設と指定
管理委託料の試算を元に指定管理の方
針を検討する。

指定管理の方針として、文化財の適正な保護、
管理をはじめ、事業の方向性も含め、NPO法人
を指定管理者として検討したが、実施が難しい
ことが判明したため、現行の管理体制を継続す
ることとした。

100％
【↑】

100.0%

令和６年度 ○ 75.0%

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-5 町営住宅等の管理に係る業務の見直し 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

　町営住宅及び特定公共賃貸住宅（共同施設を含む）の管理、特に維持修繕（小規模な修繕、退去に伴う修繕）
や保守管理については、担当職員により対応が異なるなど、具体的なノウハウがないため、石川県及び他市町
の事例を参考に、指定管理者制度の導入による民間事業者のノウハウを活用し、町営住宅及び特定公共賃貸
住宅の適正な維持管理を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-6 文化財施設管理業務の見直し 生涯学習課

取組内容／方針／最終目標など

　文化財施設管理において、指定管理者制度の活用を検討した管理体制の構築を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

25.0%

令和３年度 △ 50.0%

令和２年度と令和３年度の出生数を見極
めてから、統廃合の時期、方法、規模等
を改めて検討して、統合方針を策定して
いく。

５月の町議会全員協議会において、町内５小学校を
志雄地区は志雄小学校を、押水地区は相見小学校
を母体に、令和７年度を目途に統合する方針が示さ
れ、９月に小学校統合準備委員会を設置して、開校
までの全体スケジュールや校名、制服・体操服、通
学手段について協議を行った。

100％ 50.0%

令和４年度 〇
75.0%
60.0%

(R4修正)

校章・校旗の決定、校歌の制作、通学路
危険箇所の洗い出し、PTA組織編制・規
約等の検討協議。
また、実施設計業務の発注、スクールバ
ス車両格納庫の設置場所の検討。

左記検討事項のうち、「校歌の制作」
「PTA規約」以外について、全て協議完
了、決定。なお、校歌制作の完了は令和
6年6月、PTA規約については令和5年度
中に完了予定。

100％
【↑】

60.0%

令和５年度
 ◎
○

(R4修正)

100.0%
80.0%

(R4修正)

PTA規約の制定のほか、閉校関連行事
の内容を検討。環境整備では、統合小
学校改修工事、バス格納庫設計業務、
防災無線移設工事、警備機器撤去・取
付け、電話設備更新などの実施。

PTA規約の制定が終了せず、継続協議
となったほかは、予定通りの進捗となっ
ている。

75～99％
【↑】

70.0%

令和６年度 ◎
(R4追加)

100.0%
(R4追加)

PTA規約の制定が継続になったほか、
閉校記念事業補助金の執行、統合小学
校改修工事、バス格納建設、バス停設
置などを実施。

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

減少率（延床面積）
（％）

0.0%

令和３年度 ○ 0.5%
事業実施計画を通じ、公共施設等総合
管理計画個別施設計画の実施を前倒し
実施できるよう取り組む。

計画では、宝達保育所の廃止、ALT住宅
の移譲を予定していたが、宝達保育所
のみが廃止となった。

25～49％ 0.2%

令和４年度 ○ 2.0%
事業実施計画を通じ、公共施設等総合
管理計画個別施設計画の実施を前倒し
実施できるよう取り組む。

計画では、山の龍宮城、北部軽スポーツセ
ンターを廃止予定としていたが、両者とも達
成できなかった。（山の龍宮城は更新予定）
また、R３年度から持ち越したALT住宅の移
譲は次年度での対応となった。

1～24％
【→】

0.2%

令和５年度 ○ 5.5%

事業実施計画を通じ、公共施設等総合
管理計画個別施設計画の実施に取り組
む。
なお、ALT住宅は５年４月に売買契約
済。

ALT住宅は移譲（売却）できたが、R４年
度から持ち越した北部軽スポーツセン
ターの移譲又は廃止、R５年度に予定し
た宝達志水スポーツセンターの統廃合に
は至らなかった。

1～24％
【↑】

0.4%

令和６年度 ○ 23.0%

事業実施計画を通じ、公共施設等総合管理
計画個別施設計画の実施に取り組む。
なお、統合小学校の開校に伴い、押水第
一、宝達、樋川小学校は令和７年３月末で
廃校予定。

令和７年度 ◎ 27.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-2 小学校統合方針の策定 学校教育課　小学校統合準備室

取組内容／方針／最終目標など

　町内に５校の小学校があるが、近年の出生数が大幅に減少している現状を踏まえた統合方針を策定し、時代
に即した教育環境の一層の整備、充実を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-1 個別施設計画に基づく施設の集約化や除却の推進 財政課

取組内容／方針／最終目標など

　財政圧迫や人口減少の中で、本町における適正な財政規模での効果的かつ効率的な施設管理を実施するた
め、令和２年度策定の個別施設計画に基づき施設の集約化や除却を推進する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

10



更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

80.0%

令和３年度 □○ 90.0%

具体的に指定管理を行わせる志雄地区
のスポーツ施設(6施設）の指定管理委託
料の試算を行い、指定管理の方向性を
検討する。

NPO法人を指定管理者として検討し、ス
ポーツ施設（５施設）の管理体制を図っ
た。北部軽スポーツセンターは、利用団
体が１団体のみで駐車場もせまく利用の
拡充が難しいため、除外とする。

100％ 90.0%

令和４年度 ◎ 100.0%

宝達志水北部軽スポーツセンター（町直
営）について、必要に応じて指定管理者
と管理体制の構築が図れるか検討す
る。

上記事由により、指定管理施設からは除
外し、現行の管理体制を継続することと
した。

100％
【→】

90.0%

令和５年度

令和６年度

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

10.0%

令和３年度 ○ 20.0%
重要給水施設配水管整備事業ほか
（上田、上田出、御舘、宿、敷浪地内）

重要給水施設に繋がる配水管の整備
においては、事業総延長1,700mのう
ち、671mを布設した。また、配水連絡
管整備事業実施設計を行った。（総延
長880m、工事は未実施）

100％ 20.0%

令和４年度 ○ 40.0%
重要給水施設配水管整備事業ほか
（上田、上田出、宿、敷浪地内）

重要給水施設に繋がる配水管の整備に
おいては、事業総延長1,700mのうち、
334mを布設した。また、配水連絡管
整備事業においては、総事業延長
880mのうち、344mを布設した。

100％
【↑】

40.0%

令和５年度 ○ 60.0%
重要給水施設配水管整備事業ほか
（上田、上田出、宿地内）

重要給水施設に繋がる配水管の整備に
おいては、事業総延長1,700mのうち、
65mを布設した。また、配水連絡管整
備事業においては、総事業延長880m
のうち、335mを布設した。

100％
【↑】

60.0%

令和６年度 ○ 80.0%
重要給水施設配水管整備事業ほか
（上田、宿地内）

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-3 スポーツ施設の指定管理者制度の拡充 生涯学習課

取組内容／方針／最終目標など

　志雄地区の施設管理において、指定管理者制度の活用を検討した管理体制の構築を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-7 水道施設の効率化 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

　平成３０年度に策定した宝達志水町水道事業基本計画に従い、老朽化が進んでいる施設のうち、重要度の高
いものを優先して更新・整備を行うことで将来にわたって安定した給水体制を確保する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

施設・設備に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

15.0%

令和３年度 ○ 25.0%
最適整備構想に基づく処理場機能強化
（改築更新）

竹生野処理場機能強化（改築更新） 100％ 25.0%

令和４年度 ○ 30.0%
最適整備構想に基づく処理場機能強化
（改築更新）

東部処理区維持管理適正化計画策定
西部処理区事業計画概要書作成

100％
【↑】

30.0%

令和５年度 ○ 40.0%
最適整備構想に基づく処理場機能強化
（改築更新）

東部処理区事業計画概要書作成
西部処理場機能強化（改築更新）

100％
【↑】

40.0%

令和６年度 ○ 70.0%
最適整備構想に基づく処理場機能強化
（改築更新）

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

20.0%

令和３年度 ○ 40.0%
・ストックマネジメント計画に基づく下水道
施設改築更新

今浜処理場改築更新 100％ 40.0%

令和４年度 ○ 60.0%
・ストックマネジメント計画に基づく下水道
施設改築更新

今浜処理場改築更新
100％
【↑】

60.0%

令和５年度 ○
80%
65%

(R6修正）

・ストックマネジメント計画に基づく下水道
施設改築更新

志雄処理場改築更新
100％
【↑】

65.0%

令和６年度
 ◎
〇

100%
75%

(R6修正）

・ストックマネジメント計画に基づく下水道
施設改築更新

令和７年度 ◎
100%

(R6修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-8 農業集落排水整備事業の効率化 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

　最適整備構想に基づき、適正な維持管理を行いながら、施設の緊急度、重要度に応じた整備による予算の平
準化を図り機能強化を推進していく。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 2-9 特定環境保全公共下水道事業の効率化 地域整備課

取組内容／方針／最終目標など

　平成３０年度に策定したストックマネジメント計画より、限られた人員や予算の中で効果的に予防保全の施設管
理を行っていくため、各設備の特性から処理機能や予算への影響を考慮し、重要度が高い設備に対し、予防保
全を実施していく。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

その他の財政運営に関すること

歳入・歳出区分

【歳入関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

100.0%
50.0%

(R4修正)

令和３年度
 △

□○
(R4修正)

50.0%
80.0%

(R4修正)

令和２年度からごみ袋料金が３年間据え
置きとなる。令和４年度に見直し作業を
行う。

令和２年度から令和４年度まで指定ごみ
袋料金は据え置き。令和３年度は見直し
作業に向けた調査（情報収集）を実施し
た。

100％ 80.0%

令和４年度
 □○
◎

(R4修正)

80.0%
100.0%

(R4修正)

令和４年度に町廃棄物減量等推進審議
会により見直し作業を行う。

令和４年度に近隣市町の情報を収集し、
指定ごみ袋料金の据え置きを決定。
（町廃棄物減量等推進審議会は開催し
ていない。）

100％
【↑】

100.0%

令和５年度
 ◎
△

(R4修正)

100.0%
50.0

(R4修正)

令和５年度からごみ袋料金が３年間据え
置きとなる。令和７年度に見直し作業を
行う。

令和５年度は見直し作業に向けた調査
（情報収集）を実施した。

100％
【→】

50.0%

令和６年度
 △

□○
(R4修正)

50.0%
80.0%

(R4修正)

令和７年度に見直し作業を行うため、収
集した情報に基づき、料金見直し方針を
決定する。

令和７年度
 □○
◎

(R4修正)

80.0%
100.0%

(R4修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

①糖尿病性腎症による透析
患者の割合（％）

②メタボ該当者・予備群の割
合（％）

③糖尿病のコントロール
（HbA１ｃ値）（％）

① 46.2%
② 37.9%

③ 13.4% 　14.7%
(R4修正)

令和３年度 ○
① 45.0%
② 37.0%
③ 13.0%

・個別保健指導の実施
・継続的な保健指導の実施

保健師、栄養士がそれぞれ地区を受け持ち、特
定健診を受診した人を対象に個別に保健指導
を実施した。

①100%
②　 0%
③ 　0%

①41.7%
②41.4%
③14.8%

令和４年度 ○
① 43.0%
② 36.0%
③ 12.0%

・継続的な個別保健指導の実施
・健診結果説明会の実施

・マンパワー不足のため、継続実施予定者のう
ち２割しか継続支援できなかった。
・健診受診者に検査データと体の関係について
の健診結果説明会を実施した。

①100%【↑】
②　 0%【↑】
③ 　0%【↓】

①36.4%
②39.7%
③15.0%

令和５年度 ○
① 41.0%
② 34.0%
③ 11.5%

・継続的な個別保健指導の実施
・健診結果説明会の実施

・マンパワー不足のため、継続実施予定者のう
ち２割しか継続支援できなかったが、高血糖者
に重点を置き取り組んだ。
・健診受診者に、「高血糖と血管の関係」につい
ての健診結果説明会を実施した（２８回）。

　　 ①100%【↑】  
　　 ②   0% 【↑】
　　 ③1～24%【↑】

①33.6%
②38.8%
③14.1%

令和６年度 ○
① 40.5%
② 32.0%
③ 11.0%

・継続的な個別保健指導の実施
・健診結果説明会の実施

令和７年度 ◎

① 40.0　31.2%
② 30.0%

③ 10.4　11.0%
(R4修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-6 ごみ袋料金の見直し 環境安全課

取組内容／方針／最終目標など

　可燃ごみ量の推移を検証し、適正な指定ごみ袋料金の見直しを３年ごとに行い料金改定を検討する。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-1 国民健康保険医療費削減の促進 健康福祉課 健康づくり推進室

取組内容／方針／最終目標など

１人当たりの国民健康保険医療費増加を抑制するため
・糖尿病性腎症による透析導入者の割合を15％減少する。
・メタボリックシンドローム該当者及び予備群の割合を30％に減少する。
・特定健康診査受診者のHbA1c6.5％以上の割合を3％減少する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

13



更なる財政運営の健全化による行財政改革

その他の財政運営に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

100.0%

令和３年度 △ 50.0%
令和３年７月に第２期目の委託締結、令
和６年度の次期契約に向け、委託内容
等を検証していく。

令和３年７月に第２期目の委託締結。
委託業者と毎月、報告会を通じて情報連
携や課題の解決に努めた。

100％ 50.0%

令和４年度 □ 80.0%
令和６年度の次期契約に向け、委託業
務内容の見直しや費用対効果を検証し、
継続を検討していく。

令和３年７月に第２期目の委託締結。
委託業者と毎月、報告会を通じて情報連
携や課題の解決に努めた。

100％
【↑】

80.0%

令和５年度 ○◎ 100.0%
令和６年度に第３期の委託締結、令和９
年度の時期契約に向け、委託業務内容
の見直しを検討する。

令和３年７月に第２期目の委託締結。
委託業者と毎月、報告会を通じて情報連
携や課題の解決に努めた。

100％
【↑】

100.0%

令和６年度 △ 50.0%

令和６年度に第３期（令和6年7月～令和
9年6月）の委託締結、今後の職員配置
等も含む体制について検討していく。
見積金額：68,072,400円

令和７年度 □ 80.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

コンビニ交付率
（％）

6.1%

令和３年度 ○ 7.5%
マイナンバーカードの普及及びコンビニ
交付の活用拡大に向け、窓口や広報等
で周知していく。

マイナンバーカードの交付枚数増加に伴
い、コンビニ交付率も増加した。その結
果、窓口業務の軽減につながった。
コンビニ交付件数　1,042件

100％ 12.2%

令和４年度 ○ 8.5%
マイナンバーカードの普及及びコンビニ
交付の利用促進のため、コンビニ交付手
数料減額を検討する。

マイナンバーカードの交付枚数増加に伴
い、コンビニ交付率も増加した。その結
果、窓口業務の軽減につながった。
コンビニ交付件数　　　1,644件

100％
【↑】

19.1%

令和５年度 ○ 9.0%
マイナンバーカードの普及及びコンビニ
交付の利用促進を行い、窓口業務の軽
減に努めていく。

マイナンバーカードの交付枚数増加及び
コンビニ交付手数料の引き下げに伴い、
コンビニ交付率も増加した。その結果、
窓口業務の軽減につながった。
コンビニ交付件数　　　2,682件

100％
【↑】

31.1%

令和６年度 ○
35.0％
 9.5％

(R6修正)

マイナンバーカードの普及及びコンビニ
交付の利用促進を行い、窓口業務の軽
減に努めていく。

令和７年度 ◎
40.0％
 10.0％

(R6修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-3 窓口業務民間委託事業の見直し 税務住民課

取組内容／方針／最終目標など

　窓口業務民間委託のメリット（人員配置の適正化、人件費の抑制等）・デメリット（正職員のスキルの低下等）を
次期契約更新までに再検証する。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-5 コンビニ交付の普及促進 税務住民課

取組内容／方針／最終目標など

　マイナンバーカードの普及促進とともに、住民票や戸籍証明等のコンビニ交付の普及促進を図り、住民サービ
スの向上及び窓口業務の軽減を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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更なる財政運営の健全化による行財政改革

その他の財政運営に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%

令和３年度 △ 20.0%

タブレットを導入するための調査
１　導入の目的、課題
２　メリット、デメリット
３　機器

他市町の状況を確認しながら、引き続き
導入に向けて検討した。

50～74％ 10.0%

令和４年度 △ 40.0%

タブレットを導入するための調査
１　導入の目的、課題
２　メリット、デメリット
３　機器
４　他市町の情報収集　

他市町の状況を確認しながら、引き続き
導入に向けて検討した。

100%
 【↑】

50～74％
【→】

（R6修正）

10.0%
20.0%

（R6修正）

令和５年度 □ 60.0%

タブレットを導入するための調査および
議会改革特別委員会の開催
１　他市町の情報収集　
２　委員会の開催（導入にむけた検討、業者によるプレゼ
ン、業者選定および運用方法等について）
３　先進地視察（近隣市町）

タブレットを導入するための調査および
議会改革特別委員会の開催
１　他市町の情報収集　
２　委員会の開催（議会改革委員会で導入にむけた検
討、業者によるプレゼンを受ける）

100％
【↑】

60.0%

令和６年度 ○ 80.0%
・行政部局と導入までの計画表を作成

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

活用業務件数（累計）
（件）

3件

令和３年度 ○ 5件
ＲＰＡの活用について、全庁的なアン
ケート等により対象業務を選定し、業務
自動化を推進する。

１業務廃止となり2業務となった。
また、対象業務選定のための庁内アン
ケートを実施した。

0％ 2件

令和４年度 ○ 7件
庁内アンケートや他の導入事例を参考
にＲＰＡ活用を推進する。

令和3年度に実施した庁内アンケートを
基に、1業務追加した。

0％
【↑】

3件

令和５年度 ○ 9件
他市町におけるRPAの導入事例を参考
にＲＰＡ活用を推進する。

他市町の導入事例を調査したが、導入
するまでには至らなかった。

0％
【→】

3件

令和６年度 ○ 11件
他市町におけるRPAの導入事例を参考
にＲＰＡ活用を推進する。

令和７年度 ◎ 13件

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-2 議会運営のペーパレス化の推進 議会事務局

取組内容／方針／最終目標など

　議会資料をタブレットを用いて表示することでペーパレスを図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

1.財政運営 3-4 RPAの活用による業務の効率化 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　業務の効率化を図るため、RPAの導入を積極的に促進し、活用業務の拡大に向けた取り組みを推進する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

町政全般に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

35.0%
【一般会計繰出額：

41,350千円】

令和３年度 □○ 60.0%

今後の施設更新及び事業運営等に係る
方向性を検討するために必要な基礎資
料の作成を行なっていく。
また、現行施設の健全経営については
引き続き実施していく。

ステータスモニター更新業務を実施し、
現行施設の健全経営を図った。
デジタル電波調査業務を実施し、施設更
新の方向性を示す基礎資料を作成した。

1～24％ 40.0%

令和４年度 □○ 85.0%
基礎資料を元に更新の方向性を決定
し、次年度の事業実施に向け、内外での
協議を進める。

ケーブルテレビの光化及び事業運営に
ついて、設備及び運営の譲渡に向けて
民間事業者と協議中。

75～99％
【↑】

80.0%

令和５年度 ◎ 100.0%
次年度の補助活用、事業着工及び事業
譲渡に向け、協議していく。

国補助活用、事業着工及び事業譲渡に
ついて基本合意を締結した。

100％
【↑】

100.0%

令和６年度

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

①子宮頸がん検診受診率
（％）

②乳がん受診率（％）
③精密検査受診率（％）

　（大腸がん中心に）

      ① 19.0%
      ② 23.0%22.8%
      ③77.5% 66.7%

令和３年度 ○
① 19.5%
② 23.5%
③ 80.0%

・女性がん検診の普及啓発
・要精検者への受診勧奨

・女性がん検診の受診率向上のため、広報、
ホームページで普及啓発を実施した。
・精密検査を受診していない人に受診勧奨の通
知を行い、電話でも受診勧奨を実施した。

  ① 0%
  ② 0%

      ③ 75～100%

①18.7%
②22.1%
③76.8%

令和４年度 ○
① 20.0%
② 24.0%
③ 83.0%

・女性がん検診の普及啓発
・要精検者への受診勧奨

・女性がん検診の受診率向上のため、広報、
ホームページで普及啓発を実施した。
・精密検査を受診していない人に受診勧奨の通
知を行い、電話でも受診勧奨を実施した。

① 0%【↑】
② 0%【↑】
③ 0%【↓】

①19.0%
②22.4%
③72.7%

令和５年度 ○
① 21.0%
② 24.5%
③ 86.0%

・女性がん検診の普及啓発
・要精検者への受診勧奨

・女性がん検診の受診率向上のため、広報、
ホームページで普及啓発を実施した。
・精密検査を受診していない人に受診勧奨の通
知を行った。

① 0%【↓】
② 0%【→】

　　③ 50～74%【↑】

①18.3%
②22.4％
③80.4％

令和６年度 ○
① 22.0%
② 25.0%
③ 88.0%

・女性がん検診の普及啓発
・要精検者への受診勧奨

令和７年度 ◎
① 23.0%
② 26.0%
③ 90.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-3 ケーブルテレビ事業の今後の方針に関する検討 企画情報課

取組内容／方針／最終目標など

　現在、一般会計からの多額の繰出しにより事業運営を行っている。今後の事業のあり方について令和２年度か
ら調査を始めている。
　事業の存廃、設備の更新等を含めた今後の方向性を見据え、経営の抜本的見直しを行う。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-7 女性がん検診の受診率向上及び精密検査受診率の向上 健康福祉課 健康づくり推進室

取組内容／方針／最終目標など

がんの早期発見、早期治療者を増やし、医療費の抑制につなげるため
・女性がん検診受診率の向上を目指す。
・精密検査受診率の向上を目指す。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

町政全般に関すること

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

令和２年度の委員定
数を基準とした削減率

（％）
275人

令和３年度 △ 0.0%
委員定数削減によるメリット・デメリットを
精査し、適正な人数について検討する。

各種委員会の趣旨や目的を把握し、定
数削減には至らなかったが、調査の結果
定数未満で運営している委員会が多い
ことがわかった。

100％ 0.0%

令和４年度 □ 0.0%
引き続き委員定数削減によるメリット・デ
メリットを精査し、適正な人数について検
討する。

各種委員会の趣旨や目的から、未開催
により委嘱不要となった委員会、及び、
定数未満での委員会の運営を行った。

100％
【↑】

0.0%

令和５年度 ○ 5.0%
引き続き委員定数削減によるメリット・デ
メリットを精査し、適正な人数について検
討する。

見直しの検討は行ったが、定数の削減
には至らず、現状維持とした。今後も引
き続き検討する。

0％
【↓】

0.0%

令和６年度 ○ 5.0%
引き続き委員定数削減によるメリット・デ
メリットを精査し、適正な人数について検
討する。

令和７年度 ◎ 10.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

防災士の育成数
(累計)(人)

132人

令和３年度 ○ 140人
石川県自主防災組織リーダー育成講座
へ6名程度申し込み、防災士の育成を図
る。

町を通して受講した人　6名全員合格
宝達志水町内在住
防災士数　140人

100％ 140人

令和４年度 ○ 145人
石川県自主防災組織リーダー育成講座
へ申し込み、防災士の育成を図る。
　10名程度申込を予定

町を通して受講した人　15人全員合格
消防団員の特別枠　1人
宝達志水町内在住
防災士数　156人

100％
【↑】

156人

令和５年度 ◎ 150人
石川県自主防災組織リーダー育成講座
へ申し込み、防災士の育成を図る。
　10名程度申込を予定

町を通して受講申請した人　19人
内、12人受講全員合格、7人能登半島地
震の影響で講座中止のため、令和6年度
受講予定
宝達志水町内在住防災士数　168人

100％
【↑】

168人

令和６年度
引き続き防災士の育成を図る（各集落で
実働1～3人を確保）。また女性防災士の
育成に努める（現在36人→R10 80人）

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

100

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-9 各種委員会の定数見直し 関係課

取組内容／方針／最終目標など

　委員会の効率的・機能的な運営を図るため定数について、各委員会委員の改選期に見直しを実施する。（ただ
し、法令で委員数が定められた委員会及び５人未満の委員会は対象外。）

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-2 防災士の育成 環境安全課

取組内容／方針／最終目標など

　「自分の命は自分で守る」という理念を浸透させるべく、防災士の増員と地域の防災力の向上を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

達成率（％）
【前年度との比較】

【実績】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

町政全般に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

マイナンバーカード
交付率(累計)

（％）

 27.0%(見込)
29.4%(実績)

令和３年度 ○ 40.0%
昨年度に引き続き会計年度任用職員２
名を配置。出張申請や時間外申請・交付
受付を実施し、交付率の向上に努める。

会計年度任用職員を配置し、自宅や集
落、健診会場や確定申告会場へ出向き
出張申請を実施した。それに加え、時間
外申請・交付受付も実施した。
カード交付枚数　5,857枚

100％ 47.3%

令和４年度 ○ 50.0%
昨年度に引き続き会計年度任用職員２
名を配置。出張申請や時間外申請・交付
受付を実施し、交付率の向上に努める。

会計年度任用職員を配置し、自宅やｺﾛﾅ
ﾜｸﾁﾝ接種会場などへ出向き出張申請を
実施。それに加え、時間外申請・交付受
付や、ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄの付与期限で申請者が
増加した。　カード交付枚数　9,256枚

100％
【↑】

76.2%

令和５年度 ○
 60.0％
85.0％

(R5修正)

昨年度に引き続き会計年度任用職員２
名を配置。出張申請や時間外申請・交付
受付を実施し、交付率の向上に努める。

会計年度任用職員を配置し、自宅や老
人福祉施設などへ出向き出張申請を実
施。それに加え、時間外申請・交付受付
や、ﾏｲﾅﾎﾟｲﾝﾄの付与期限で申請者が増
加した。　カード交付枚数　10,345枚

100％
【↑】

86.6%

令和６年度 ○
 70.0％
88.0％

(R5修正)

昨年度に引き続き会計年度任用職員２
名を配置。出張申請や時間外申請・交付
受付を実施し、交付率の向上に努める。

令和７年度 ◎
 80.0％
90.0％

(R5修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

10.0%

令和３年度 △ 20.0%

現在押印を必要としている申請書等を整
理し、任意様式・規則・条例等の区分に
応じて押印廃止の方法を検討及び実施
を行う。

令和３年１０月１日から申請書等におい
て本人署名の場合は押印を省略できる
取り扱いを開始した。

100％ 20.0%

令和４年度 □○ 60.0%
押印の廃止、省略をすることができる手
続き件数を増やし、更なる業務の効率化
を図る。

業務の洗い出しを行い、廃止・省略業務
を17件追加し、更なる業務の効率化を図
ることができた。

100％
【↑】

60.0%

令和５年度 ◎ 100.0%
押印の廃止、省略をすることができる手
続き件数を増やし、更なる業務の効率化
を図る。

業務の洗い出しを行い、廃止・省略業務
を15件追加し、更なる業務の効率化を図
ることができた。

100％
【↑】

100.0%

令和６年度

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-4 マイナンバーカードの普及促進 税務住民課

取組内容／方針／最終目標など

　国からの策定要請による町交付円滑化計画に基づき、マイナンバーカードの普及促進を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-6 押印の廃止による業務の効率化 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　申請書等の押印について、その文書の性質、内容などによって基準を設け、特段の事情がある手続き以外のも
のは町民サービスの向上と業務の効率化のため見直しを行う。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

町政全般に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

①町ホームページ
閲覧件数（件／年）

②フェイスブック
閲覧件数（件／年）

① 406,000件
② 6,000件

令和３年度 ○
① 446.000件
② 6,000件

ホームページ→新着記事を月平均24件
更新。
フェイスブック→掲載件数や内容の質を
向上し、閲覧回数の促進に繋げる。

①ホームページの更新に伴い、新着記
事数は不明。閲覧件数は年間 205,273件
275,384件。月平均 17,106件22,948件。
②フェイスブックの閲覧件数は年間4,026
件。月平均335件。

50～74％
(R5修正)

① 275,384件(R5修正)
② 4,026件

令和４年度 ○
① 486,000件
② 6,600件

ホームページ及びフェイスブック→各課
への研修を行い、掲載件数や内容の質
を向上し、閲覧件数の促進に繋げる。

研修は未実施だが、イベントなどプレス
リリースがあった課に個別にホームペー
ジ及びフェイスブックに掲載するよう呼び
かけを行った。

50～74％
【↑】

① 300,560件
② 7,818件

令和５年度 ○
① 526,000件
② 6,600件

ホームページ及びフェイスブック→広報
委員への研修を通し、掲載件数や内容
の質を向上し、閲覧件数の促進に繋げ
る。

研修を実施し、イベントなどプレスリリー
スがあった課に個別にホームページ及
びフェイスブックに掲載するよう呼びかけ
を行った。また、令和６年能登半島地震
発生後のホームページの閲覧が激増し
た。

75～99％
【↑】

①　445,643件
②　8,594件

令和６年度 ○
① 566,000件
② 6,600件

ホームページ及びフェイスブック→広報
委員への研修を通し、掲載件数や内容
の質を向上し、閲覧件数の促進に繋げ
る。

令和７年度 ◎
① 600,000件
② 7,200件

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%

令和３年度 △ 10.0%
一部の業務には導入済みであるが、更
に先進地事例を調査し、本町に合った評
価制度を検討する。

先進地事例の一部調査を実施したが、
検討するまでには至らなかった。

25～49％ 3.0%

令和４年度 □○ 50.0% 引き続き、先進地事例を調査し、本町に
合った評価制度を検討する。

先進地事例の一部調査を実施したが、
検討するまでには至らなかった。

1～24％
【→】

3.0%

令和５年度 □○
(R5修正)

50%
（R5修正）

引き続き、先進地事例を調査し、本町に
合った評価制度を検討する。

導入による事務負担増と現有職員数と
のバランスの問題があり、引き続き検討
していく。

1～24％
【→】

3.0%

令和６年度 □○
(R5追加)

75%
（R5追加）

引き続き、先進地事例を調査し、本町に
合った評価制度を検討する。

令和７年度 ◎
(R5追加)

100%
（R5追加）

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-8 町ホームページの活用促進及び町の認知度の向上 企画情報課

取組内容／方針／最終目標など

　ホームページ委員会等を通じて、ホームページやフェイスブックでの情報発信の多様化を職員に伝え、情報内
容の質・量の向上を図るとともに、閲覧者やフォロワーのニーズにあった情報発信を行い、町の認知度の向上に
努める。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-1 行政評価制度の構築 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　事務事業の遂行において、P（計画・予算）・D（実施）・C（評価・点検）・A（改善）マネジメントサイクルを確立する
ことで、効果や効率性の観点から見直しを行い、限られた資源（ヒト、モノ、カネ）を有効活用する制度を設立し構
築をする。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

町政全般に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

授業時数
（時間）

0時間

令和３年度 △□ 50時間

ＩＣＴ支援員の派遣、各種研修の実施に
より、教員のスキルアップを図り、ミライ
シード（クラウド）・GoogleWorkspace・
Scratch等のＩＣＴを活用した授業の実施
割合を高める。

小中学校各学年においてICTを活用した授業1
日平均１時数を行った.。
1時数×5日×4週×10カ月=200時数
一人一台端末の配備によりOA室の利用がなく
なったためﾄﾅｰ料金の支出はない。

100％ 200時間

令和４年度 ○ 100時間

【令和3年度事業完了】
ICT活用授業の普及が当初の計画より
大幅に促進し、目標授業時数が達成し
たため。

令和５年度 ○ 150時間

令和６年度 ○ 180時間

令和７年度 ◎ 200時間

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 1-5 学校ICT授業の促進 学校教育課

取組内容／方針／最終目標など

　コロナ禍により、遠隔授業の必要性が明らかになったことを受け、令和２年度に国の補助金を活用して、児童生
徒１人に１台の端末を整備した。
　令和３年度以降は、積極的にICT授業を実施することにより、教員の負担軽減の促進及びプリント・トナー料金
等の削減を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

定住・地域ブランドに関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

移住者数（累計）
（件）

 3件
7件

(R4修正)

令和３年度 ○ 5件

当該空き家がある地区の区長を仲介し
て空き家バンクに登録された場合、空き
家所有者と区長に対して、奨励金の交付
を行うことで、空き家バンクへの登録増
加と空き家の解消を図る。

奨励金3件/バンク登録13件
各区長宅へ訪問し制度の説明、区長会
の研修会時にも制度説明及び協力依頼
を行った。

100％
11件

(R3：4件)

令和４年度 ○ 10件

空き家バンク、登録奨励金について随時
広報周知を実施し、バンク登録数、奨励
金活用数の増加を図る。
定住促進協議会と連携し、制度の周知、
活用促進を図る。

奨励金12件/バンク登録17件
11月より着任した地域おこし協力隊(移
住コーディネーター)が各区長宅を訪問
し、空き家情報収集、バンク登録の協力
依頼を実施した。

100％
【↑】

24件
（R4：13件）

令和５年度 ○ 15件

空き家バンク、登録奨励金について随時
広報周知を実施し、バンク登録数、奨励
金活用数の増加を図る。
定住促進協議会と連携し、程度の良い
空き家の発掘に努める。

奨励金15件/バンク登録33件 
震災後、空き家バンク登録について広報
周知したところ、登録件数が急増し、被
災者への売買、賃貸につながった。

100％
【↑】

34件
（R5：10件）

令和６年度 ○ 20件

物件登録、奨励金について随時周知を
実施し、登録数、奨励金活用数の増加を
図るとともに、登録され動きのない空き
家についてのてこ入れを図る。

令和７年度 ◎ 25件

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

町外からの
転入世帯数（累計）

（件）

 20件
 ※10月末時点

マイホーム　21件
民間賃貸　8件

(実績)

令和３年度 ○ 25件

偶数月の広報にマイホーム取得奨励金
と民間賃貸住宅家賃補助の情報を掲載
し、制度を広く周知することで定住促進を
図る。

広報周知は予定通り実施。
転入世帯数
マイホーム取得奨励金　15件
民間賃貸住宅家賃補助　5件

100％
49件

(R3:20件)

令和４年度 ○ 50件
昨年に引き続き、広報周知を行うととも
に、HP、SNSを活用した周知も合わせて
行い、定住促進を図る。

広報周知は予定通り実施。
転入世帯数
マイホーム取得奨励金　13件
民間賃貸住宅家賃補助　0件

100％
【↑】

62件
（R4：13件）

令和５年度 ○ 75件

昨年に引き続き、広報周知を行うととも
に、HP、SNSを活用した周知も合わせて
行い、定住促進を図る。
定住促進協議会と連携し、移住希望者
にも制度周知する。

広報周知は予定通り実施。
転入世帯数
マイホーム取得奨励金　24件
民間賃貸住宅家賃補助　3件

100％
【↑】

89件
（R5：27件）

令和６年度 ○ 100件

昨年に引き続き、広報周知を行うととも
に、HP、SNSを活用した周知も合わせて
行い、定住促進を図る。
定住促進協議会と連携し、移住希望者
にも制度周知する。

令和７年度 ◎ 125件

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 2-2 空き家バンクの充実 企画情報課

取組内容／方針／最終目標など

　バンクに登録する空き家を募集し、物件の現状調査を行い、随時バンクへ登録し、希望者がいつでも閲覧可能
な環境を整備する。 
　また、空き家バンクに登録されている空き家の改修に要する経費の一部を助成することにより定住促進を図る。 

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 2-3 宝の住まいる応援事業の充実 企画情報課

取組内容／方針／最終目標など

　本町に定住するため、新築又は建売住宅等を購入した若者又は移住者に対し、奨励金を交付し、定住促進を
図る。 
　また、町内の民間賃貸住宅に入居する若者（新婚・子育て世帯）に対し、家賃補助を行い、入居者の生活を支
え、定住促進を図る。 

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

定住・地域ブランドに関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

起業・創業件数（累計）
（件）

 1件
0件

（R5修正）

令和３年度 ○ 1件

商工会と連携し、創業塾を開催す
る。創業塾では町の補助金の内容
を周知することで、創業件数の増加
に繋げる。

商工会と連携し、創業塾を開催し
た。創業塾では町の補助金の内容
を周知し、創業件数の増加に繋げ
た。

100％
 6件(R3:5件)
4件(R3:4件)
（R5修正）

令和４年度 ○ 2件

商工会と連携し創業塾を開催する。創業
塾では町の補助金の内容を周知するこ
とで創業件数の増加に繋げる。また、す
でに当初の成果指標は達成しているが
創業支援を継続して実施する。

商工会と連携し、創業塾を開催した。創業塾で
は、中小企業診断士による講座のほか、町の補
助金の内容を周知し、創業件数の増加に繋げ
た。また、町広報で創業間もない創業者の紹介
ページを掲載し、町内での認知向上、事業継
続、販路拡大等を目的とした周知を行った。

100％
【↑】

9件（R4：5件）

令和５年度 ○
 3件
10件

（R5修正）

商工会と連携し創業塾を開催する。創業
塾では町の補助金の内容を周知するこ
とで創業件数の増加に繋げる。また、R5
年度も創業者のアフターフォローとして
町広報の紹介ページで周知する。

商工会と連携し、創業塾を開催した。創業塾で
は、中小企業診断士による講座のほか、町の補
助金の内容を周知し、創業件数の増加に繋げ
た。また、町広報で創業間もない創業者の紹介
ページを掲載し、町内での認知向上、事業継
続、販路拡大等を目的とした周知を行った。

100％
【↑】

11件（R5：2件）

令和６年度 ○
4 件

 11件 （R5修正）
15件（R6修正）

商工会と連携し創業塾を開催。
町補助金交付要綱の改正。（①対
象業種の追加、②加算要件の拡
充）

令和７年度 ◎
 5件

 12件 （R5修正）
17件（R6修正）

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

農業産出額
（億円）

28.2億円
（H30決算）

令和３年度 ○
28.3億円

（R元決算）

未だコロナウイルス感染症の終息が見
えない中、強い農業生産力を維持すべ
く、農業、林業、畜産業、水産業者や関
係団体等と連携を深めるため、意見交換
の場を設ける。

コロナ禍にあっても町の基幹産業として
の１次産業を維持していくため、その中
心となるＪＡ生産部会などの関係団体と
意見交換を行い、連携を深めた。

100％
29.3億円
(R元決算)

令和４年度 ○
28.4億円
（R2決算）

コロナ禍や原油・資材費高騰など、農林
水産業を取巻く環境は厳しい状況である
が、経営基盤を維持していくためには、
その中心となる関係団体の組織力強化
が不可欠であり引続き協議していく。

コロナ禍が長期化する中であっても、町の基幹産業
としての１次産業を維持していくため、収益を増やす
ための付加価値づくりについて、ＪＡ生産部会などの
関係団体と意見交換を重ねた。また、産地づくり事
業を展開し、生産者の生産施設整備や農業機械導
入の支援を行った。

100％
【↓】

28.5億円
（R2決算）

令和５年度 ○
28.4億円
（R3決算）

引き続き、町の基幹産業としての１次産業を維
持していくため、収益を増やす付加価値づくりに
ついて、ＪＡ生産部会などの関係団体と意見交
換を行う。また、産地づくり事業により、生産者
の生産施設整備や農業機械導入の支援を行っ
ていく。

町の基幹産業としての１次産業を維持していくため、
ＪＡ生産部会などの関係団体と意見交換を重ねた。
また、産地づくり事業を継続し、生産者の生産施設
整備や農業機械導入の支援を行った。

100％
【↑】

28.8億円
（R3決算）

令和６年度 ◎
28.5億円
（R4決算）

引き続き、町の基幹産業としての１次産業を維
持していくため、収益を増やす付加価値づくりに
ついて、ＪＡ生産部会などの関係団体と意見交
換を行う。また、産地づくり事業の継続により、
生産者の生産施設整備や農業機械導入の支援
を行っていく。

令和７年度 ◎
28.5億円
（R5決算）

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 2-4 起業・創業バックアップの充実 商工観光課

取組内容／方針／最終目標など

　起業・創業に必要な知識・ノウハウ、資金調達、販路開拓等について、町と創業支援者（金融機関、商工会等）
が連携し、町内で起業・創業を目指す方に対して、創業塾の開催等、相談・応援が出来る体制を整備する。
　創業希望者には、創業塾の開催や窓口相談を実施し、創業につながる場合は、国・町等の補助金の交付、そ
の他支援制度を適用することにより、創業支援を行う。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 2-5 農作物等ブランド化事業の推進 農林水産課

取組内容／方針／最終目標など

　ブドウやイチジクなどのブランド化を促進し、農業経営の安定と魅力ある商品を育成することにより、新たな生産
者を創出し、活力ある特産地の継続を図るとともに、農業算出額の増を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

定住・地域ブランドに関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

5.0%

令和３年度 △ 10.0%
観光DMOの役割の整理と、運営組織の
あり方について整理する。また、関係者
との合意形成を丁寧に進めていく。

商工観光課の準備体制が整わず、デー
タの収集には取り組んだが、DMOのあり
方の整理や関係者との合意形成は進ま
なかった。

1～24％ 6.0%

令和４年度 □ 30.0%

まちづくり戦略の策定に向け、まちづくり
戦略会議の設立や関係者の意識醸成を
図るため、DMO先進地の宮城県気仙沼
市を視察する。

官民共創まちづくり戦略の策定に向け、
戦略会議設置要綱を施行し、民間の方6
名に委員委嘱。戦略のビジョンを決定
し、宮城県気仙沼市への視察を実施し
た。

100％
【↑】

30.0%

令和５年度 ○ 70.0%

官民共創まちづくり戦略は、戦略会議を
決定機関として、令和5年秋の策定を目
指し、戦略策定後は、各関係者が役割
分担し、実践していくもの。

庁内の推進体制が整わなかったもの
の、戦略の策定に向け、戦略会議や庁
内打合せ、外部専門家等と会合を実施。
元日の地震発生により震災からの復旧
が最優先であるため中断している。

50～74％
【↑】

50.0%

令和６年度 ◎ 100.0%

震災からの復旧が最優先であり、その動
向を見ながらの状況であるため、本年度
は事業を一旦休止としたい。しかしなが
ら、その先の復興も重要であることから、
そのための施策を検討していきたい。

令和７年度

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 2-1 官民共創まちづくり戦略事業の推進 商工観光課

取組内容／方針／最終目標など

　ＤＭＯ法人の先進地の事例研究を行い、本町にマッチした仕組みとすべく、課題検討を行い、商工、農林畜水産事業、観光、文
化、移住・定住促進関係等、まちづくりに関わる多様な関係者が「官民共創まちづくり戦略」を共に創り上げるとともに、戦略に関
わる関係者の役割を明確にして、効果的かつ効率的に戦略を実践し、新たなまちを創るもの。
　令和5年度は戦略の策定、令和6年度からは官民共創まちづくり戦略に基づき、まちづくりを実践していくもの。新たな事業推進
体制についても、戦略策定を通じて議論していく。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

各種団体との関係性・補助金・事務事業の目的等に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

補助金削減率
（％）

261千円
(R5修正)

令和３年度 △ 0.0%
町遺族会が行う戦没者慰霊祭と同時に
戦没者追悼式をセレモニーステーション
志水で実施。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、町遺族会が行う戦没者慰霊祭を
中止し、規模を縮小し、戦没者追悼式を
セレモニーステーション志水で実施した。
R1R2と比較し経費8018千円を削減した。

100％
6.9％

【243千円】

令和４年度 □ 0.0%

町遺族会は、会員の高齢化等のため今
後、戦没者慰霊祭を実施できないと決定
した。町主催の戦没者追悼式は、セレモ
ニーステーション志水で実施する。

新型コロナウイルス感染症拡大防止の
ため、規模を縮小し、戦没者追悼式をセ
レモニーステーション志水で実施した。
R1R2と比較し経費13069千円を削減し
た。

100％
【↑】

26.4％
【192千円】

令和５年度 ○ 5.0%

町主催の戦没者追悼式を、セレモニース
テーション志水で実施する。コロナ感染
症が５類へ移行したことから、遺族全員
に参列案内を送付する。来賓の数を減ら
し経費の削減に努める。

戦没者追悼式をセレモニーステーション
志水で実施した。
R2と比較し経費87千円を削減した。

100％
【↑】

33.3％
【174千円】

令和６年度 ○ 5.0%

町主催の戦没者追悼式を、セレモニース
テーション志水で実施する。遺族会員以
外の遺族への個別案内をとりやめ、広報
7月8月号で周知を行い、経費の削減に
努める。

令和７年度 ◎ 10.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

補助金額
（千円）

1,500千円

令和３年度 ○ 1,500千円
生徒数の減少を考慮し、内容や補助率
について見直しをする。宝達高校と連携
をとりながら事務の効率化を図っていく。

1期払い　受付期間：Ｒ3.4.1～Ｒ3.9.17
交付件数：58件　金額：500,800円

2期払い　受付期間：Ｒ3.9.18～Ｒ4.3.25
交付件数：40件　金額：318,800円

100％ 820千円

令和４年度 ○ 1,500千円
内容や補助率の見直し、支払事務の簡
略化、申請方法・受付期間の周知徹底を
行っていく。

1期払い　受付期間：R4.4.1～R4.9.26
交付件数：60件　金額：524,400円

2期払い　受付期間：R4.9.27～R5.3.24
交付件数：44件　金額：401,600円

100％
【↓】

926千円

令和５年度 ◎ 1,000千円

生徒数の減少を考慮し、内容や補助率
について見直しを図る。また支払事務の
適正化、申請方法・受付期間の周知徹
底を行っていく。

1期払い　受付期間：R5.4.1～R5.9.25
交付件数：54件　金額：336,200円

2期払い　受付期間：R5.9.26～R6.3.22
交付件数：38件　金額：374,000円

100％
【↑】

７11千円

令和６年度 ◎ 1,000千円
生徒数の減少を考慮し、内容について見
直しを図る。また、支払事務の適正化、
申請方法・受付期間の周知徹底を行う。

令和７年度 ◎ 1,000千円

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-4 戦没者追悼式及び慰霊祭の見直し 健康福祉課

取組内容／方針／最終目標など

　戦没者を悼み戦争の悲惨さを後世に伝えるため、戦没者追悼式を実施している。近年は、高齢等により出席者
も減少傾向であり、他の自治体の動向も考慮し、終戦８０周年の令和７年度を目途に、見直しを行う。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-6 宝達高校支援事業の補助率の見直し 学校教育課

取組内容／方針／最終目標など

　IRいしかわ鉄道線及びJR七尾線の定期券購入額に１００分の３０を乗じて得た額を支給する。令和２年度から
実施。
　少子化に伴い宝達高校への入学者が減少している中、宝達高校の存続と発展のため、電車通学を利用する生
徒の保護者に対し、通学定期券購入費の負担軽減を図り、かつ、宝達高校の生徒数の確保を図るという本事業
の目的を確認し、成果を維持しつつ、補助金額の削減を目指す。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

各種団体との関係性・補助金・事務事業の目的等に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

要介護認定者の施設
入所割合（％）

(施設入所者／要介
護認定者）

268人/876人＝
30.6%

令和３年度 △ 30.4%
現行の在宅福祉サービスの内容や成果
等を見直し、在宅介護を支援するための
施策を検討する。

家族介護支援事業を充実させるため、家
族介護慰労金を新設した。ケアマネ、家
族などを対象にお知らせを行い成果指
標を達成した。

100％

(施設入所者／要介
護認定者）

265人/901人＝
29.4%

令和４年度 □ 30.3%

在宅介護者を支援するため、家族やケ
アマネに家族介護慰労金や介護用品の
助成他在宅支援サービスの周知を図っ
ていく。

ケアマネへの周知を図り在宅介護の支
援を達成できた。

100％
【↑】

(施設入所者／要介
護認定者）

250人/871人＝
28.7%

令和５年度 ○ 30.2%
在宅介護者を支援するため、利用者
ニーズに合わせたサービス（緊急通報装
置）を実施し、在宅介護を支援する。

緊急通報装置の機能拡充等利用者の
ニーズに沿った支援を行ったが、全体と
して、当該事業の利用者数は減少した。

100％
【↓】

(施設入所者／要介
護認定者）

261人/879人＝
29.7%

令和６年度 ○ 30.1%

サービスの周知を行い、利用しやすい
サービスを継続して、要介護者が在宅で
生活できるよう支援する。

令和７年度 ◎ 30.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

令和２年度補助金額を
基準とした削減率

（％）
90,705千円

令和３年度 □ ―
各種団体等の補助金・助成金について、
活動内容、費用対効果、経費負担の在
り方について精査する。

新型コロナウイルス感染症の影響による
活動縮小等があり、活動実績に応じて補
助金を交付した。

100％
5.9%

（85,312千円）

令和４年度 ○ 2.0%
引き続き各種団体等の補助金・助成金
について、活動内容、費用対効果、経費
負担の在り方について精査する。

新型コロナウイルス感染症等の影響に
よる活動縮小等があり、活動実績に応じ
て補助金を交付した。

100％
【↓】

5.7%
（85,579千円）

令和５年度 ○ 3.0%
引き続き各種団体等の補助金・助成金
について、活動内容、費用対効果、経費
負担の在り方について精査する。

各種補助金の活動内容、経費負担のあ
り方について精査し、活動実績に応じて
補助金を交付した。

100％
【↓】

4.6%
（86,514千円）

令和６年度 ○ 4.0%
引き続き各種団体等の補助金・助成金
について、活動内容、費用対効果、経費
負担の在り方について精査する。

令和７年度 ◎ 5.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-7 家族介護支援事業等の充実 健康福祉課

取組内容／方針／最終目標など

　町では、介護用品への助成を行うことで安心して在宅介護が継続できるよう在宅介護家族への経済的な支援を実施してきた。
　高齢化の進行により、要介護認定者の増加が見込まれ、在宅及び施設介護サービス等の利用増が見込まれる。令和２年に実
施したアンケートでは、約３分の２の高齢者が介護が必要になっても、住み慣れた自宅で過ごしたいと回答され、安心して在宅介
護が継続できるよう、さらなる介護家族への経済的な支援及び在宅福祉サービスの見直し、充実が必要である。成果の検証等を
行いながら、事業の見直し・充実を図っていく。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-8 補助金の削減 関係課

取組内容／方針／最終目標など

　交付団体の設立目的、活動内容、費用対効果、経費負担の在り方について見直しを行い、補助金額の削減を
目指す。（ただし、１００万円未満は対象外。）

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

達成率（％）
【前年度との比較】

【実績】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

各種団体との関係性・補助金・事務事業の目的等に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

60.0%

令和３年度 ○ 80.0%

LED化工事
蛍光灯　38基
（528/566 → 566/566）
水銀灯　41基
（ 21/248 → 62/248）

LED化工事
蛍光灯　31基【防犯灯LED化完了】
（538/566 → 569/569）
水銀灯　3基
（ 21/248 → 24/246）

50～74％ 72.8%

令和４年度 ○
90.0%
80.0%

(R4修正)

LED化工事
水銀灯　41基更新
更新率（593/815 → 634/815）

LED化工事
水銀灯　47基更新
更新率（593/815 → 640/864）

50～74％
【↑】

74.1%

令和５年度
 ◎
○

(R4修正)

100.0%
85.0%
80.0％

(R6修正)

LED化工事
水銀灯　25基更新
更新率（640/864 → 665/864）

LED化工事
水銀灯　34基更新
更新率（640/864 → 674/864）

75～99％
【↑】

78.0%

令和６年度 ○
(R4追加)

90.0%
82.0％

(R6修正)

LED化工事
水銀灯　25基更新
更新率（674/864 → 699/864）

令和７年度
 ◎
○

(R6修正)

100.0%
84.0%

(R6修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

補助金額
（千円）

500千円

令和３年度 ○ 500千円

児童・生徒の減少や検定受験者数の需
要を把握し実情に合わせて、補助金額
の見直しを行っていく。
現行　検定料の1/2

補助金の見直しをした結果、補助金を昨
年度と同額とした。
R3 申請171人 金額294千円　

100％ 294千円

令和４年度 ○ 500千円

児童・生徒の減少や検定受験者数の需
要を把握し実情に合わせて、補助金額
の見直しを行っていく。
現行　2級以上は検定料の全額、準2級
以下は検定料の半額

R4 申請件数164件 補助金額295千円
2級以上の受検者延べ11人
準2級以下の受検者数延べ261人
上位の級に合格した児童生徒（中学生
21人、小学生7人）を表彰

100％
【↓】

295千円

令和５年度 ○ 500千円

【行財政改革項目としては事業終了】　　　　　　　
事業として伸ばしていきたい取組であり、
今後は総合戦略施策として管理していく
ため。

令和６年度 ○ 400千円

令和７年度 ◎ 300千円

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-2 街灯のLED化の推進 環境安全課

取組内容／方針／最終目標など

　町内の犯罪及び事故を防止し、住民が安全・安心に生活出来ることを目的に防犯灯を整備する。
　町で管理する街灯を全てLEDに更新し、防犯灯の維持管理費の削減を図る。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-1 宝たち検定チャレンジ事業 学校教育課

取組内容／方針／最終目標など

　平成２８年度からの町総合戦略にかかる事業である。今後の検定受検者数や補助金申請件数、補助金額等か
ら需要を把握し、必要に応じて補助金額の見直しを行う。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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目的意識を持った事業推進による行財政改革

各種団体との関係性・補助金・事務事業の目的等に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

空き教室を活用した
児童クラブ数

(箇所）
0箇所

令和３年度 △ 0箇所
小学校に児童クラブが利用できるスペー
スが確保できるか、空き教室を利用した
場合に、問題点がないか調査する。

志雄小学校、相見小学校の統廃合後の空き教室の活用
について精査し、志雄小学校においては、統廃合後の空
き教室を活用するため、しお児童クラブを基本設計策定業
務に組み入れた。
相見小学校においては、統廃合後の空き教室がないた
め、おしみず児童クラブを町民センターアステラスの施設
を継続して利用する。

100％ 0箇所

令和４年度 □ 0箇所
志雄小学校の統廃合後の空き教室を活
用について、しお児童クラブを実施設計
策定業務に組み入れる。

志雄小学校の統廃合後の空き教室をし
お児童クラブとして活用するため、統合
小学校（志桜小学校）改修工事実施設計
業務に組み入れた。

100％
【↑】

0箇所

令和５年度 ○ 0箇所

統合小学校（志桜小学校）改修工事の着
手に伴い、しお児童クラブ施設整備工事
を２カ年で行う。工事の施工管理、適切
な運用に向け、学校、教育委員会と連携
し協議する。

しお児童クラブ施設整備工事を学校、教
育委員会と連携し実施。能登半島地震
により、しお児童クラブの施設が被災し
たため、しお児童クラブの工期を前倒し
令和6年11月の開所とした。

100％
【↑】

0箇所

令和６年度 ◎
 0箇所
1箇所

(R6修正）

しお児童クラブ施設整備工事の施工管
理を学校、教育委員会と連携し行う。し
お児童クラブの開所（11月）に向け、適正
な運営・施設管理が図られるよう、関係
機関と具体的な内容を定める。

令和７年度 ◎
 2箇所
1箇所

（R4修正）

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

職員の投入工数
（人）

1.0人

令和３年度 △ 1.0人
家族会員に移行できる事務作業につい
て検討を行う。

近隣市町の状況について、現状の情報
収集を行った。

100％ 1.0人

令和４年度 △ 1.0人
近隣市町だけでなく、その他市町の状況
を情報収集し、家族会員に移行できる事
務作業について検討を行う。

能登地区市町の状況について、現状の
情報収集を行った。

50～74％
【↑】

1.0人

令和５年度 □ 0.5人
家族会運営における事務の一部（総会
資料作成、通帳管理等）を家族会員に移
行する。

県内の状況について、現状の情報収集
を行った。
家族会員の減少や高齢化により総会や
行事出席率が低下したため、事務の一
部移行は行えなかった。

0％
【↑】

1.0人

令和６年度 ○ 0.5人
引き続き、家族会運営における事務の一
部（総会資料作成、通帳管理等）を家族
会員に移行する。

令和７年度 ◎ 0.0人

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-5 放課後児童クラブ運営事業の見直し 健康福祉課子育て応援室

取組内容／方針／最終目標など

　現在、町の児童クラブは、おしみず児童クラブとしお児童クラブの２カ所で社会福祉法人に運営を委託してい
る。両施設とも学校から離れておりバスで送迎を行っているが学年で終了時間が相違し児童・先生のバスの待ち
時間の発生している、夏季休暇等の登校日の送迎等の課題がある。課題解決のため、小学校の空き教室の活
用を進めていく。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

2.目的意識 3-3 自衛隊関係業務の見直し 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　家族会予算の管理及び年間計画策定を家族会の会員が主体的となって行い、書類作成等の補助的な事務の
み役場職員が行うなど、役場職員の投入工数の縮小を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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人財の効率的な活用の実現による行財政改革

人財活用に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

面接実施率
（％）

50.0%

令和３年度 ○ 80.0%

職員の目標設定や評価に際し、評価者
は被評価者に対して面談を実施してもら
い、人事評価制度を構築する。また、評
価者グループに主幹職も対象にできな
いか検討をする。

・人事評価研修会実施(2/9､10)し、課長、課長
補佐級37名､主幹級以下90名が参加した。
・課長会議で被評価者は必ず面談するよう依頼
した。
・評価者に主幹職を含めることは人数が多いた
め断念した。

75～99％ 75.0%

令和４年度 ◎ 100.0%
職員の目標設定や評価に際し、評価者
は被評価者に対して面談を実施してもら
い、人事評価制度を構築する。

・人事評価研修会をオンラインで実施
(2/6～3/1）
・課長会議で被評価者は必ず面談する
よう依頼した。

100％
【↑】

100.0%

令和５年度 ◎ 100.0%
職員の目標設定や評価に際し、評価者
は被評価者に対して面談を実施してもら
い、人事評価制度を構築する。

・人事評価研修会をオンラインで実施
(2/9～3/8）

100％
【↑】

100.0%

令和６年度 ◎ 100.0%
職員の目標設定や評価に際し、評価者
は被評価者に対して面談を実施してもら
い、人事評価制度を構築する。

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

進捗率
（％）

0.0%

令和３年度 △ 10.0%
管理職等の適正評価制度を導入してい
る先進地事例を調査し検討をする。

他市町の一部、先進地事例を調査し検
討をした。

100％ 10.0%

令和４年度 △ 20.0%
引き続き、管理職等の適正評価制度を
導入している先進地事例を調査・検討を
する。

他市町の一部、先進地事例を調査し検
討をした。

50～74％
【→】

10.0%

令和５年度 □ 50.0%
引き続き、管理職等の適正評価制度を
導入している先進地事例を調査・検討を
する。

他市町の一部、先進地事例を調査し検
討をした。

1～24％
【→】

10.0%

令和６年度 ○ 80.0%
引き続き、管理職等の適正評価制度を
導入している先進地事例を調査・検討を
する。

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人財活用 1-1 人事評価制度の構築 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　人材育成の手段として、人事評価制度を導入後も運用の向上に努めるため、評価者及び被評価者の研修会を
実施し、職員に対しての面接を必須とする。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人財活用 1-3 管理職等の適性評価 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　管理職又は管理職候補者の適正化を把握するべく、部下から上司の評価制度など、よりよい評価制度を考査
し導入する。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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人財の効率的な活用の実現による行財政改革

人財活用に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

延べ参加者数
(人)

390人

令和３年度 ○ 400人

年間計画を策定し、職員にとって有用で
スキルアップできるような研修を実施す
る。
参加者数10人増を目標とする。

県外（アカデミー等）研修　2人
市町村職員研修（自治研）　33人
町研修　578人　　　　　　　　　延べ613人

100％ 613人

令和４年度 ○ 400人

年間計画を策定し、職員の資質向上、公
務員倫理に則った研修のほか、時代に
マッチした研修等を開催し、参加人数増
を目指す。

県外（アカデミー等）研修　5人
市町村職員研修（自治研）　26人
町研修　767人　　　　　　　　　延べ798人

100％
【↑】

798人

令和５年度 ○ 410人

年間計画を策定し、職員の資質向上、公
務員倫理に則った研修のほか、時代に
マッチした研修等を開催し、参加人数増
を目指す。

県外（アカデミー等）研修　0人
市町村職員研修（自治研）　41人
町研修　324人　　　　　　　　　延べ365人
１月以降は、震災対応のため研修を実
施できなかった。

0％
【↓】

365人

令和６年度 ○ 420人

年間計画を策定し、職員の資質向上、公
務員倫理に則った研修のほか、時代に
マッチした研修等を開催し、参加人数増
を目指す。

令和７年度 ◎ 430人

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人財活用 1-2 職員研修制度の充実 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　職員の人材育成や能力開発のため、有用な研修を実施する。年間計画の策定、実施日数、又はアンケートの
結果を確認して、研修内容の充実を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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人財の効率的な活用の実現による行財政改革

職場環境に関すること

歳入・歳出区分

【歳出関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

各年度職員平均時間
外/令和2年度職員平
均時間外（令和2年度
実績からの削減率）

（％減）

―
【時間外手当額：

34,319千円】

令和３年度 ○
1.0%

【33,975千円】

改めて時間内での業務遂行を再意識し
てもらうため、課長会議等通じて周知を
図る。また、職員の有給休暇取得促進を
図るために、課長職に各職員の休暇取
得状況を通知をして休暇を促す。

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
を課長会議で説明したほか、庁内システ
ムに掲載し、職員に対して改めて周知を
行った。年５日の有給未取得者数は若
干減ったが、時間外は増加した。

0％
0.0%

【41,513千円】

令和４年度 ○
2.0%

【33,632千円】

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
の周知を継続的に実施する。職員の意
識醸成と人員のやりくり等をすることで、
目標に近づけるよう実施していきたい。

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
を課長会議で説明したほか、庁内システ
ムに掲載し、職員に対して改めて周知を
行った。年５日の有給未取得者数は減っ
たが、時間外は増加した。

0％
【↓】

0.0%
【45,384千円】

令和５年度 ○
3.0%

【33,289千円】

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
の周知を継続的に実施する。職員の意
識醸成と人員のやりくり等をすることで、
目標に近づけるよう実施していきたい。

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
を課長会議で説明したほか、庁内システ
ムに掲載し、職員に対して改めて周知を
行った。震災の影響もあり時間外は増加
した。

0％
【↓】

0.0％　　　　　　　
【63,342千円】

令和６年度 ○
4.0%

【32,946千円】

時間外の考え方及び有給休暇所得推進
の周知を継続的に実施する。職員の意
識醸成と人員のやりくり等をすることで、
目標に近づけるよう実施していきたい。

令和７年度 ◎
5.0%

【32,603千円】

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

ストレスチェック受検率
（％)

99.5%

令和３年度 ◎ 100.0%

全職員が自らのストレスや不調に気づく
きっかけを得るために、もれなく受検でき
るよう努め、また希望者には産業医との
面談を適切に受けられるようにする。

ストレスチェック９月実施
高ストレス者のうち、希望した者全員が
産業医と面談を実施した。

100％ 100.0%

令和４年度 ◎ 100.0%

全職員が自らのストレスや不調に気づく
きっかけを得るために、もれなく受検でき
るよう努め、また希望者には産業医との
面談を適切に受けられるようにする。

ストレスチェック６月実施
高ストレス者のうち、希望した者全員が
産業医と面談を実施した。

100％
【→】

100.0%

令和５年度 ◎ 100.0%

全職員が自らのストレスや不調に気づく
きっかけを得るために、もれなく受検でき
るよう努め、また希望者には産業医との
面談を適切に受けられるようにする。

ストレスチェック６月実施
高ストレス者のうち、希望した者全員が
産業医と面談を実施した。面談を希望し
なかった者には受けるよう指導した。

100％
【→】

100.0%

令和６年度 ◎ 100.0%

全職員が自らのストレスや不調に気づく
きっかけを得るために、もれなく受検でき
るよう努め、また希望者には産業医との
面談を適切に受けられるようにする。

令和７年度 ◎ 100.0%

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人材活用 2-2 時間外勤務の削減 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　働き方改革の推進に伴い、計画的な業務の推進、コスト意識の徹底等による時間外勤務の削減（災害対応等
の突発的なものは除く。）を図るとともに、年次有給休暇活用による生活スタイル変革等を実施し、取得を促進す
ることにより、職員のワーク・ライフ・バランスを推進する。

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人財活用 2-1 ストレスチェック制度の活用 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　全職員がストレスチェックを受検するように努め、その結果を通知して自らの不調に対する気付きを促すととも
に、希望者は産業医との面談を受けられるため、職員のメンタルヘルス不調のリスクの低減を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

30



人財の効率的な活用の実現による行財政改革

職場環境に関すること

歳入・歳出区分

【その他関係】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標

令和2年度
（基準値）

年間実施日数
（延べ日数）

0日

令和３年度 △□ 10日

今年度から、一部職員に対して試行的に
導入を行い、職員からのアンケート調査
を元に、テレワーク業務内容の構築を図
る。

町勤務の一般正規職員（ﾌﾙﾀｲﾑ）を対象
に１人３回までとし、テレワーク業務を実
施した。

100％
191日
(95人)

令和４年度 ○
 20日
200日

(R4修正)

実施する対象職員をフルタイム職員だけ
でなく、短時間職員も含め拡大し実施を
して検証を行う。

町勤務の一般正規職員（ﾌﾙﾀｲﾑ）を対象
に１人３回までとし、テレワーク業務を実
施した。

75～99％
【↓】

153日
（85人）

令和５年度 ○
 30日
230日

(R4修正)

実施する対象職員をフルタイム職員だけ
でなく、短時間職員も含め拡大し実施を
して検証を行う。

町勤務の一般正規職員（ﾌﾙﾀｲﾑ）を対象
に１人３回までとし、テレワーク業務を実
施した。新型コロナが５類に移行したこと
により取得者が減少した。

50～74％
【↓】

127日
（65人）

令和６年度 ○
 40日
260日

(R4修正)

在宅型テレワークの取得できる期間を３
か月から６か月に延長して検証を行う。

令和７年度 ◎
 50日
290日

(R4修正)

最終目標に対する達成率(%)
（最終年度に記入）

※取組内容について　　△：研究・検討段階　　□：実施方針決定段階　　○：策定、試行段階　　◎：施行、実施、稼働段階

※単年度達成率について　　【↑】：昨年度から進捗　　【→】：昨年度から停滞　　【↓】：昨年度から後退

Ｎо． 取組項目（関連事務事業） 担当課

3.人財活用 2-3 在宅型テレワークの導入 総務課

取組内容／方針／最終目標など

　災害の発生時等において行政機能の維持確保のため業務の継続が可能となる環境を整備するとともに職員の
子育てや介護と仕事の両立を支援し、仕事と生活の調和の推進を図る。

　　  取組

年度

取組
内容

【予定】
財政貢献額（千円）

又は成果（活動）指標

実施内容
（予　定）

実施内容
（実　績）

単年度達成率（％）
【実績】

財政貢献額（千円）
又は成果（活動）指標
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